
 

 

令和７年度 事業報告 
 

事業の概要 
  わが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待

されるものの、中東情勢の影響を注視する必要がある。また、金融資本市場の変動の影響や米

国の通商政策をめぐる動向などに注意する必要がある。 

宮城県経済は、緩やかに持ち直しているものの、公共投資は横ばい圏内の動きとなっており、

個人消費は回復の動きに足踏みがみられている。雇用情勢も弱めの動きとなっている。 

労働条件を巡っては、宮城労働局及び県内各労働基準監督署には引き続き多くの相

談が寄せられ、労働災害も高い割合で発生しているなど、企業を取り巻く環境も依然と

して厳しい状況であった。 

このような厳しい経営環境の中、当協会では、平成24年4月1日付けで移行した公益社団

法人として、業務管理体制及び法令遵守体制を整えながら、令和7年度も定款の目的に基づいて、

宮城労働局が策定した｢令和7年度労働行政運営方針｣に掲げる安全で健康に働くことができる

職場づくり等を主要課題とし、労働条件の確保・改善対策、長時間労働の防止対策、労働者の

安全と健康確保対策等に係る各種事業を効果的かつ積極的に推進してきた。 

 

１ 労働条件の確保・改善対策 

令和7年度に宮城労働局、労働基準監督署等に寄せられた労働条件等の相談件数は、

約2万件に達し、脳・心臓疾患、精神障害による労災保険請求事案は、依然として高

水準にある。 

また、働き方改革関連法が順次施行され、時間外労働の上限規制が猶予されてきた建設業、

自動車運転者及び医師においても令和6年度から上限規制が適用されたことを踏まえ、長時

間労働の抑制や過重労働による健康障害の防止等を重点に、多様な働き方の実現、雇用形態

にかかわらない公正な待遇の確保、各種のハラスメント防止といった労働条件の確保改善の

課題に取り組んだ。 

令和7年度に取り組んだ主な事業は下記のとおり。 

 (1) 長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進をはじめとした「働き方改革」の推進及び

働き方関連法（時間外労働の上限規制適用等の改正労働基準法等）、労働施策総合推進

法（パワーハラスメント防止措置）等の周知 

 (2) 労働条件通知書の交付、就業規則の整備等による労働条件の明確化と法定労働条件の確保 

 (3) 介護・社会福祉事業、小売業等を含めた中小事業場に対する労務安全衛生管理支援の継

続実施 

 (4) 令和6年4月1日から適用された「自動車運転者の労働時間等改善のための告示」の周知

及びその遵守の支援 

 (5) 全国労働基準関係団体連合会が受託事業として実施する各種セミナー、個別支援の実施 
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 (6) 社会保険労務士等の労務安全衛生管理に関わる専門家で構成する「宮城労務安全衛生管

理専門家部会」の設立（本年3月）及び活動支援 

 

２ 安全・健康確保対策 

令和7年度は、宮城労働局の最重点施策である第14次労働災害防止計画がスタートし

て3年目の年であったが、令和7年の宮城県内の労働災害は、休業4日以上の死傷者数は2,453

人（前年比+33人・+1.4％）と増加、死亡者数は6人（前年比-5人・-45.5％）と大幅に減少し、

死亡者数は過去最少を記録した。 

一方、労働衛生の現状は、一般健康診断の有所見率が60％を超え、また、仕事に関

して強い不安やストレスを感じている労働者の割合が80％を超え高い状況が続いて

いる。 

当協会においては、第14次労働災害防止計画並びに同計画を踏まえて宮城労働局が取り組

んでいる新たな「SafeworK向上宣言」の取組を重点として、Webの活用も含めた技能講習・

各種安全衛生教育の強化推進、全国安全・労働衛生週間や年末年始労働災害防止強化運動期

間等を中心とした啓発活動、新たに設立した宮城安全衛生管理担当者の会・宮城職長教育等

講師の会等への活動支援、安全衛生対策に関する幅広い相談・支援の充実、宮城労働基準通

信や当協会ホームページの内容の充実とWebを活用したスピード感のある各種安全衛生情

報の提供等に取り組んだ。 

令和7年度に取り組んだ主な事業は下記のとおり。 

 (1) 「SafeworK向上宣言」の取組 

宮城労働局が提唱している新たな「SafeworK向上宣言」の取組について、実施機関の  

一つとして会員事業場の同宣言登録を促し、登録した事業場には「SafeworK向上宣言登録

証」及び「卓上のぼり」を贈呈（令和7年度は8事業場）するなど、宣言の確実な実施に向

けた支援に取り組んだ。 

 (2) 安全衛生活動を推進するための「宮城安全衛生管理担当者の会」等の活動支援 

「宮城安全衛生管理担当者の会」は、事業場で安全衛生活動を進める管理者が情報交換

し研鑽する場として令和6年10月に設立、「宮城職長教育等講師の会」は、職長教育の指導

者であるRST及びCOFT養成講習修了者が資質の向上と相互啓発等を目的として令和7年

3月に設立し活動を開始した。令和7年度においては、「宮城職長教育等講師の会」が7月に

研修会を開催し研修・意見交換を行った。 

 (3) 各種技能講習・安全衛生教育の充実 

Webも活用した各種安全衛生教育・技能講習を開催したほか、新設された教育（熱中症

予防管理者、化学物質管理者、保護具管理責任者教育等）や能力向上教育（安全・衛生管
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理者、各種作業主任者等）を積極的に開催するなど、各種技能講習・安全衛生教育の受講

機会の確保と内容の充実を図った。 

また、宮城労働局等との共催により「化学物質管理者セミナー」、「運送業が直面する諸課

題の克服に向けた対策セミナー」、「健康な職場環境づくりを考えるセミナー」を開催する

など、労働行政等と連携したセミナーの開催に取り組んだ。 

実施に当たっては、Webや情報機器の整備とこれを活用した受講申込みのWeb化、修了証

の即日発行等の推進、受講者の利便性の改善等を図ったほか、Web上の安全衛生ツールや

情報サイトの閲覧も取り入れた講習内容の改善、講師陣の充実等を図った。 

 (4) 社内安全衛生教育・訓練の支援（ＤＶＤ教材無料貸出の充実） 

安全衛生教育用ＤＶＤ教材の会員向け無料貸出については、利用者から寄せられた声に

も耳を傾けながら、安全と衛生両面から貸出用教材を増やす（令和7年度の貸出用DVDは

37本、貸出件数は44件）とともに、活用事業場を増やすための周知・啓発を図った。 

 (5) 安全衛生対策に関する相談・支援 

安全衛生対策に関する相談・支援については、本部・各支部窓口を通して、気軽に相談

できる仕組みがあることを幅広く周知しながら、会員事業場を重点として加入メリットが

実感できる支援を行った。また、行政からの指導・支援が必要な事案については、相談側

に寄り添って行政の活用も促すとともに、事案に応じて専門家等への繋ぎも行った。 

 (6) 全国安全・労働衛生週間、年末・年始労働災害防止強化運動期間等における啓発活動 

本部・支部が協力しながら、全国安全・労働衛生週間、年末・年始労働災害防止強化運

動等に取り組み、安全衛生大会、安全祈願祭等を開催したほか、各種パトロールや広報活

動を行うなど啓発活動に取り組んだ。 

 (7) 労働者の健康確保 

令和7年度は、SafeworK向上宣言の登録において、健康確保面の宣言も盛り込むよう啓

発するとともに、定期健診の実施と有所見者に対する産業医等の意見聴取の確実な実施、

労災二次健診給付金対象者に関する健診機関と連携した同健診の確実な実施、中災防が実

施するストレスチェックの斡旋、ストレスチェックセミナー、ハラスメント講習会（3回シ

リーズ）の開催等の健康確保に関するセミナーの実施、健康経営優良事業場登録のための

啓発・支援等に取り組んだ。 

 (8) 中小企業無災害記録証授与制度の普及 

会員事業場の安全衛生水準の向上と事業の健全な発展に資するため、中小企業無災害記
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録証授与制度(中災防の自主事業)の普及促進を図り、令和7年度においては3事業場が無災

害記録証を授与された。 

 (9) その他の主な安全衛生対策 

上記に特掲した事項に加え、魅力ある職場づくりに直結する事業を通じて、働くすべて

の人が幸せややりがい・生きがいを実感しながら、安全で健康に働き、働く人も会社も持

続的に成長できるよう支援することを目的として、本部・支部が連携しながら、次の事項

にも取り組んだ。 

 ① 全ての労働者の福祉の向上と企業の健全な発展に寄与する事業の一環として経営 

トップセミナーを開催（11月） 

 ② 事業の実態に即した安全衛生管理体制の確立、職務の適切な実施 

 ③ 安全衛生年間計画の作成と計画に基づく自主的な安全衛生活動の実施 

 ④ リスクマネジメントの適切な実施 

 ⑤ 過重労働による健康障害防止のための労務安全衛生管理活動の支援 

 ⑥ 各種健康診断・ストレスチェックの確実な実施と適切な事後対応 

 ⑦ 職場におけるメンタルヘルス対策、労働者の心身にわたる健康保持増進対策の推進 

 ⑧ 産業医等を活かした産業保健活動 

 ⑨ 第14次労働災害防止計画の目標達成のため、重点施策ごとの具体的安全確衛生保対

策の着実な実施 

 

３ 労働保険事務組合事業 

当協会各支部が運営する労働保険事務組合業務は、宮城労働局の認可を受

けて委託事業場の労働保険年度更新手続き、雇用保険被保険者資格取得・喪失の手

続き等の事務委託業務を実施しているところであるが、令和7年度においては、委

託業務の一層の適正化を図るとともに、引き続き事務組合未加入事業場の加入促進と非会

員である委託事業場の当協会への加入促進に取り組んだ。 

令和7年度に取り組んだ主な事業は下記のとおり。 

 (1) 委託手数料の更なる改善（証明書発行手数料の適正徴収等） 

 (2) 事業主の特別加入給付日額の見直し（日額3,500円の実額への切替え） 

 (3) 事務組合未加入事業場の事務組合加入促進 

 (4) 非会員委託事業場の会員加入促進等 

 (5) 雇用保険取得・喪失事務の電子申請化 
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４ 協会運営 

当協会は、平成24年4月に宮城県から公益社団法人として認定を受けて以来、定款

に定めた「労働条件の改善と福祉の増進」、「産業の発展に寄与する」という目的を

念頭におき、会員の期待と要望に応え得るべく各種事業の展開に努めてきた。 

取組みに当たっては、宮城労働局及び各労働基準監督署と連携を図りつつ、宮城県

社会保険労務士会、日本労働安全衛生コンサルタント会宮城支部、各労働災害防止団

体等とも緊密に連携し、各種事業に取り組んだ。 

講習事業関係では、令和7年度においては、新講習管理システムの構築と法定講習

の自動採点・修了証即日交付、各種講習申込方法のWeb化を推進し、講習業務の適正

省力化を図った。また、受講希望の多い酸欠・硫化水素作業主任者、特定化学物質・

四アルキル鉛作業主任者技能講習等について、サテライト講習を開催するとともに、

熱中症予防管理者講習等の新たな規制に対応した講習・教育を実施するなどして受講

者増を図ったが、結果として令和7年度の講習受講者総数は9,972人となり、前年と比

べ171人（1.7％）減少した。 

健康診断事業関係では、新たな健診業務管理システムの構築と健診機関との業務提

携の見直しを進め、連携強化期間を設けるなどして新規利用事業場の獲得を図ったが、

令和7年度は一般健康診断の受診者が2,263人減少し69,672人、特殊健康診断受診者数

は875人減少し20,344人となり、総受診者数は前年度と比べ3,138人減少した。 

労働保険事務組合事業関係では、令和7年度末の委託事業場数は1,002事業場となり、

前年度より28事業場の減少となった。事務組合事業では、事業主の委託を受けて委託

事業場の労働保険年度更新手続き、雇用保険被保険者資格取得・喪失の手続き等の事

務処理を代行した。また、委託事業場の約4割が当協会の非会員事業場であることか

ら、令和7年度は、非会員に対する集中的な加入勧奨に努めた。 

会員数については、厳しい経営環境の下で退会事業場数が170事業場と前年度比で

8事業場減少したが、令和7年度においては協会未加入の事務組合委託事業場に集中

的な加入勧奨に努めたほか地域の主要な事業場に対する戸別訪問による加入勧奨等

に努めた結果、入会事業場数は63事業場となり、令和7年度末の会員数は4,233事業場

で、前年度末より107事業場の減少となった。 

このような中で、令和7年度においては、業務管理体制及び法令遵守体制の一層の強

化を図るとともに、会費規程の改正により令和8年度から会費が10％引き上げられることを

踏まえ、事業運営に当たっては各種業務のシステム化・DX化の一層の推進、会員向け各種

講習・セミナー等の充実、職員教育の積極的推進等、様々な事業に取り組んだ。併せて、

一層の収支改善対策の実施と適正かつ効果的・効率的な事業運営に努めた。 

前記に加え、令和7年度においては次の項目を重点に事業運営に努めた。 

 (1) 労務管理、安全衛生管理等に関する相談・支援体制の強化と懇切丁寧な対応 

 (2) 改正法令等の周知と一般労働条件の確保・改善、労働災害防止の取組、行政指導の事後措
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置等に対する的確な指導・支援 

 (3) 宮城労働基準通信の内容の充実とデジタル配信の拡大（デジタル配信の普及拡大を推進す

るとともに小規模事業場でデジタル配信が受けられない会員には冊子の配付を継続） 

 (4) ホームページの内容の充実及び会員サイトの整備、操作性の改善（令和8年度準備整いし

だいリニューアル） 

 (5) 会員事業場へのマイページによる基本情報の閲覧・アップデートと電子メールによる各種

情報のスピーディな提供、会員事業場の取組好事例の収集と紹介、会員相互の情報交換、

そのための会員事業場等のメールアドレスの把握の促進 

 (6) ホームページ、電子メールを活用する場合の個人情報保護のために必要な電子情報管理の

仕組みとサイバー攻撃を防御するための情報セキュリティ対策の強化、利用者に対するこ

れに関連する様々な注意情報の提供、研修の実施 

 (7) 協会組織強化・財政基盤の確立のため、 

 ①重点的な会員の加入促進（比較的規模の大きな事業場、当協会が行う各種講習・健康診

断・事務組合事業を利用しながら非会員となっている事業場、労務管理・安全衛生管理

の充実が求められている介護・社会福祉施設等の第三次産業の事業場等を重点） 

 ②事務局の業務管理体制、法令遵守体制、情報セキュリティ対策等の強化と内部監査の強

化 

 ③会員サービスの充実と加入メリットが実感でき実効性のある各種事業の積極的な展開 

 ④事業費及び管理費の見直し、事務処理の適正・効率化等による経費削減 

 ⑤協会事業の充実と会員サービス向上のための寄附の募集 

 ⑥会費の振込から引落への切替え、収納口座の一元化による会計業務の効率化推進 

 ⑦DX向上のための職員リスクリング、適材適所の人事異動の実施等による組織強化 

 等に取り組んた。 
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令和７年度に実施した主な事業等 
Ⅰ 会 議 

 １ 総 会 

   第53回定時総会 

    令和7年6月11日 ホテル白萩 

   議題 

 (1) 令和6年度事業報告承認に関する件 

 (2) 令和6年度収支決算書承認に関する件 

 (3) 役員辞任に伴う補充選任に関する件 

 (4) 定款等の改正（案）に関する件 

   報告 

 (1) 令和7年度事業計画について 

 (2) 令和7年度収支予算について 

 ２ 理事会 

   第113回通常理事会 

    令和7年5月19日 GC青葉通りプラザ 

     令和7年度定時総会議案等審議 

   第114回通常理事会 

    令和7年6月11日 ホテル白萩 

     令和7年度業務執行理事の選任等審議 

   第115回通常理事会 

    令和7年11月13日 TKP仙台青葉通カンファレンスセンター 

     令和7年度上期事業実施状況等審議 

   第116回通常理事会 

    令和8年3月5日 TKP仙台青葉通カンファレンスセンター 

     令和8年度事業計画及び収支予算書等審議 

３ 支部総会 

   仙台支部  5月14日  ホテル白萩         （出席者39名） 

   塩釜支部  5月23日  塩釜商工会議所       （出席者29名） 

   石巻支部  5月14日  石巻グランドホテル     （出席者23名） 

   古川支部  5月29日  グランド平成        （出席者55名） 

   大河原支部 5月30日  えずこホール        （出席者34名）  
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   気仙沼支部 5月27日  サンマリン気仙沼ホテル観洋 （出席者21名）                         

   瀬峰支部  5月22日  エポカ２１         （出席者44名） 

 ４ 事務局長会議 

  6月2日・10月8日・12月15日・1月6日（臨時）・3月9日  

 ５ 職員会議等 

   講習担当者会議 8月22日（計画調整会議）、3月2日（システム説明会） 

   健診担当者会議 4月22日（健診業務Web説明会）5月2日（Web会議）、 

           10月20日（健診システムCELF担当者会議） 

   基準通信担当者会議（Web会議）4月17日、5月15日、6月23日、7月22日、8月25日、

9月26日、10月21日、11月18日、12月22日、1月19日、2月18日、

3月23日 

   会計事務担当者会議 11月7日（協会会費、口座振替以降説明会）、3月23日（会費

事務担当者会議） 

   労働保険事務組合事務打合せ（Web会議） 1月8日（労保連「上乗せ保険」他説明会）、

1月30日（Web説明会） 

   杜の都産業保健会との健診業務打ち合わせ会議（各支部事務局長・健診担当者参加） 

3月31日 

   職員研修 8月26日（DXセミナー）、10月20日（情報ｾｷｭﾘﾃｨWeb研修会） 

        3月2日（講習業務等改善対応研修） 

 

Ⅱ 事 業 

 １ 総務関係事業 

 (1) 会報の刊行・配付 

 会報｢宮城労働基準通信｣を毎月刊行し、会員及び関係機関・団体に配付した。

「宮城労働基準通信」は、令和2年10月号からデジタル版の配信を開始し、令和8

年3月号は、デジタル版（3,553事業場、6,258名）、冊子版（607事業場）を発行

した。 

 (2) 協会ホームページの充実 

 ホームページを令和5年8月にリニューアルし、その後も講習・健診スケジュー

ル等当協会活動の一元的な案内、会員サイトと会員向け情報の充実等、より見や

すく、使いやすいデザイン・コンテンツに改修している。令和8年度からは、準

備が整い次第、各種講習をホームページから直接Web申込できる方法に改善する
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など、利用者にとって見やすく、当協会事業が利用しやすいホームページに刷新

することとしている 

 (3) 寄附の募集 

 当協会が進める事業の充実・強化に資するため、当協会の事業活動にご理解・

ご賛同いただける皆様に寄附をお願いすることとし、令和4年8月以降、当協会ホ

ームページにおいて募集を行っている。 

 令和7年度も2件で合計40万円の寄附が寄せられたところであり、寄せられた寄

附は、会員事業場が社内教育で活用できる労務安全衛生教育用DVD教材の無料貸

出用コンテンツの整備等に有効活用している。 

 (4) 会員証の発行 

 令和2年1月より正会員証の発行を開始し、令和8年3月末現在で既存会員を含め 

1,838事業場（現在会員の39.6％）に交付した。 

 (5) 表彰 

①安全衛生表彰式 (産業安全衛生宮城大会において実施 7月3日)  

    厚生労働大臣表彰 優良賞     1事業場 

    宮城労働局長表彰 優良賞     1事業場 

       同     奨励賞     6事業場 

       同     功績賞     1個人 

       同     安全衛生推進賞 1個人  

    宮城労働基準協会長賞       4事業場、3個人 

   ②支部長賞の表彰は、地区産業安全衛生大会等で実施した。 

 (6) 参考図書、試験申請書等の斡旋・頒布 

①参考図書、安全衛生用品、各種届出様式等の斡旋・頒布を行った。 

②各種免許試験申請書の頒布を行った。 

③4階会議室に中災防等の書籍コーナーを設置した。 

２ 労務管理関係事業 

 (1) 当協会会員等の社会保険労務士等の専門家で構成する「宮城労務安全衛生管理専

門家部会」の設立 令和8年3月24日 

 (2) 労務管理セミナー等の開催    通年 本部・各支部で実施した。 

 (3) 労務管理の相談・指導      通年 本部・各支部で実施した。 

 (4) 部会の開催           随時 各支部で開催した。 

 (5) 最低賃金に関する広報      通年 本部・各支部で実施した。 
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３ 安全衛生関係事業 

 (1) 「第2回経営トップセミナーinみやぎ」の開催 11月26日（参加者72名） 

複雑・多岐にわたる経営課題に対応し、魅力ある職場実現と経営の持続的成長

が両立する会社を作るために開催した。 

 (2) 「熱中症予防管理者教育」の開催 

労働安全衛生規則の改正により、令和7年6月1日から職場での熱中症対策が義

務化されたことに伴い、仙台支部を本会場としてサテライトを含め9回開催、延

べ1,130名が受講した。 

        6月23日 仙台支部開催 

7月9日  仙台本会場、サテライト会場（塩釜、気仙沼、瀬峰） 

7月10日 古川支部開催 

7月11日 古川支部開催 

7月14日 仙台本会場、サテライト会場（塩釜、大河原、瀬峰） 

7月18日 仙台本会場、サテライト会場（大河原、気仙沼） 

       7月25日 仙台本会場、サテライト会場（石巻、瀬峰）  

       7月31日 仙台本会場、サテライト会場（瀬峰、気仙沼（津波警報中止）） 

8月25日 仙台本会場、サテライト会場（大河原、気仙沼（振替実施）） 

 (3) 「化学物質管理者講習に準ずる講習・保護具着用管理者教育」の開催 

 令和8年4月から化学物質の規制対象が約2,900物質に拡大されることに伴い、  

リスクアセスメント対象物となる様々な酸・アルカリ系洗浄剤、殺菌・消毒剤等

を使用する第三次産業（小売業、ビルメンテナンス業、介護・福祉の事業、旅館・

ホテル業等）を重点対象として、化学物質管理者講習・保護具着用管理責任者教

育をシリーズ化して、3月16日、17日に初めて開催した。（参加者47名） 

 (4)「運送業が直面する諸課題の克服に向けた対策セミナー」の開催 

7月24日、宮城労働局、宮城運輸支局、宮城県トラック協会、陸上貨物運送事

業労働災害防止協会宮城支部および当協会が一体となり、運送業、荷主の事業者、

管理監督者を対象にハイブリッド方式で開催した。（会場参加60名、Web参加200名） 

セミナーでは、今、求められている労働災害防止対策と働き方改革、労働時間

への対応等について、行政および各団体から説明され、説明の動画は厚生労働省

のサイトで公開された。 

 (5)「健康な職場環境づくりを考えるセミナー」の開催 

9月1日、宮城県主催、当協会共催で、企業の経営者、総務・人事・健康管理担
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当者、自治体職員等を対象に開催した。（会場参加31名、Web参加者40名） 

健康経営における良質な睡眠、休養についての講演・事例紹介に加え、当協会

からも「健康な職場づくりのための行政と団体の活かし方」について情報提供を

行った。 

 (6)「化学物質管理者セミナー」の開催 

2月13日、化学物質管理強化月間に合わせ、宮城労働局と共催により、会場と

Web参加が可能なハイブリット方式で化学物質専門家会議の座長でもある労働

安全衛生総合研究所化学物質情報管理研究センター所長の城内博氏をお招きして

開催した。（参加者220名） 

 (7)「ストレスチェック対応セミナー」の開催 

2月16日、全産業への義務化に備えるためのWebセミナーを開催した。（参加

者53名） 

 (8)「ハラスメント研修3回シリーズ」の開催 

令和７年6月からハラスメント対策が義務化されることを踏まえ、12月1日、12

月8日、12月22日に研修会を3回シリーズで開催した。（参加者27名） 

 (9) 「事業継続力強化計画認定制度ZOOMセミナー」の開催 

12月3日、5日、事業継続力強化計画の概要や計画の具体的な策定方法 、認定

企業が享受できる支援策等について学ぶセミナーを緑富士株式会社（当協会の個

人賠償保険、セキュリティ保険の代理店）とその引受保険会社である三井住友海

上あいおい生命保険株式会社の協力を得て開催した。（参加者53名） 

 (10) 「SafeworK向上宣言」の取組 

宮城労働局が推奨している「SafeworK向上宣言」の取組を安全・健康確保対策

の柱と位置づけ、会員事業場の同宣言登録を促し、登録した事業場には「SafeworK

向上宣言登録証」及び卓上「のぼり」を贈呈した。令和7年度の贈呈は8事業場、

累計35事業場 

 (11) 「働く世代の健康づくり推進に向けた連携協定」の締結 

令和8年3月18日に、宮城労働局、全国健康保険協会宮城支部（協会けんぽ）、

宮城産業保健総合支援センター及び当協会による「働く世代の健康づくり推進に

向けた連携協定」が締結され、産業保健の推進とそれによる健康経営の普及促進

等について連携・協力を図ることとされた。 

 (12)安全衛生管理の相談・指導   通年 本部・各支部で実施した。 
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 (13)安全衛生管理実務研修会等   通年 本部・各支部で実施した。 

 (14)管理監督者及び作業者に対する技能講習・安全衛生教育 

本部・各支部で年間計画に基づいて実施 

 (15)健康診断事業の計画的実施   各支部で計画的に実施 

ドライバー向け生活習慣病予防健診の実施 2月13日、20日 （受診者43名） 

健診機関との業務提携の見直し・強化に関する集中的協議の実施 

中災防の実施するストレスチェックの斡旋 

 (16) 労働災害防止関係団体等連絡会議 5月13日、3月25日 

 (17)安全・衛生実地指導 

安全週間・衛生週間及びその準備月間中に指導を行った。 

安全週間関係          2支部 延2日 3事業場  

労働衛生週間関係        2支部 延2日 3事業場 

年末年始関係          4支部 延4日 6事業場 

 (18)木造家屋建築現場パトロール指導 一部の支部で実施した。 

 (19)部会の開催           随時 各支部で開催した。 

 (20) 令和7年度産業安全衛生宮城大会 

令和7年7月3日 日立システムズホール仙台（参加者528名） 

      ・表  彰 

・行政説明 宮城労働局労働基準部長 川越 俊治氏 

           「昨今の職場環境の課題への対応」 

      ・特別講演 産業医科大学産業生態科学研究所教授 森 晃爾 氏 

           「成果が上がる健康経営の進め方」 

－10年の実践と研究で見えてきた道筋とこれから－ 

 (21)支部産業安全衛生大会 

      塩釜支部 10月17日 グランドパレス塩釜 (出席者43名) 

      石巻支部 10月 3日 石巻水産総合振興センター (出席者83名) 

      古川支部 10月15日 大崎市民会館 (出席者209名) 

      大河原支部 10月 2日 えずこホール (出席者44名) 

      気仙沼支部 10月 7日 サンマリン気仙沼ホテル観洋 (出席者56名)     

      瀬峰支部 10月 2日 エポカ２１ (出席者58名) 
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 (22)支部産業安全祈願祭 

仙台支部 1月23日 ホテル白萩 (出席者66名) 

塩釜支部 1月15日 塩竈神社 (出席者29名) 

      石巻支部 1月16日 石巻グランドホテル (出席者102名) 

      古川支部 1月21日 アインパルラ浦島 (出席者120名) 

      大河原支部 1月16日 えずこホール (出席者87名) 

      気仙沼支部 1月16日 サンマリン気仙沼ホテル観洋 (出席者59名) 

      瀬峰支部 1月23日 エポカ２１ (出席者110名) 

 (23) 宮城安全衛生管理担当者の会 研修会 

 (24) 宮城職長教育等講師の会 研修会 7月28日 （参加者31名） 

 (25) 全国産業安全衛生大会（大阪大会）9月10日～12日（参加者91名） 

 (26) 事業場内メンタルヘルス推進担当者養成研修会（中災防協力） 

 11月20、21日（参加者32名）                     

 ４ 賃金・財形関係事業 

  (1)賃金・財形の相談・指導     通年 本部・各支部で実施した。 

 ５ 労災関係事業 

  (1)労災・労働保険の相談・指導   通年 本部・各支部で実施した。 

  (2)労災実務研修会等        随時 各支部で実施(予定)した。 

  (3)部会の開催           随時 各支部で開催した。 

  (4)労働保険事務組合委託業務、非会員委託事業場への加入勧奨 

           随時 各支部で実施した。 

 ６ 各支部の事業 

 各支部では、上記事業のほか会員のニーズ等を踏まえ、随時、研修会等を開催し

た他、所轄の労働基準監督署と連携した「労働安全衛生法改正等に伴う技能講習等

の徹底について」文書の発出（5月、6月）、「新たなSafeworK向上宣言」制度や

「ゼロ災＆健康トライアル」への登録勧奨、労働災害発生状況の情報提供等に努め

た。また、安全週間・労働衛生週間、年末年始労働災害防止強化運動期間を中心に

安全衛生用品、図書の斡旋販売等安全衛生用品事業にも取組んだ。 

７ 事業強化の主な取組み 

 (1)会員サービスの改善 

 ① 宮城労働基準通信のデジタル版の配信 

 ② 会員証の発行、「SafeworK向上宣言」登録の証と卓上のぼり贈呈 
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 ③ 安全衛生教育用DVD教材の無料貸出し 

 ④ ホームページの充実（会員専用サイトの整備） 

 ⑤ 会員マイページの提供による基本情報のアップデート 

 (2) 講習事業の改善 

 ① 講習システムの構築による講習事業の適正・効率化 

 ② サテライト方式の導入による受講枠の確保と利便性改善 

 ③ パソコン40台を整備した受講環境の充実 

 ④ Zoomウェビナー等を活用したWebセミナーの提供 

 ⑤ ニーズを捉えた新たな講習（熱中症予防管理者教育等） 

 (3) 健康診断事業の改善 

 ① 健診機関との業務提携内容の見直し（手数料や実施体制の改善） 

 ② 1事業場1集合会場から多会場への案内（生活習慣病健診への切替え） 

 ③ 労災二次健診給付金健診の活用の案内 

 ④ 中災防のストレスチェックの紹介（実施者の選定支援） 

 ⑤ 健診システムの構築による健診事業の適正・効率化    

 (4) 労働保険事務組合事業の改善 

 ① 事務組合事務処理と委託事業場管理の斉一化 

 ② 事務組合手数料の改善（会員と非会員の区分） 

 ③ 非会員委託事業場の会員加入促進 

 (5) 内部事務体制の改善 

 ① 全職員の共有する価値観を制定したマインド一元化 

 ② 業務けん制体制の改善 

 ③ 職員のリスキリング 

 ④ 必要な人事異動の実施 

 ⑤ 処遇改善 

 

Ⅲ 委託事業及び関係団体事業 

 １ 全国労働基準関係団体連合会（全基連）委託事業 

 (1) 外国人技能実習制度関係者養成講習 

 ① 令和7年6月23日 技能実習責任者講習     （出席者 29名） 

 ② 令和7年6月24日 技能実習指導員講習     （出席者 13名） 

 ③ 令和7年6月25日 生活指導員講習       （出席者 12名） 
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 (2) 就業環境整備・改善支援事業 

 ① 令和7年10月16日 過重労働解消セミナー     （参加者5名） 

 ② 令和7年10月27日 就業環境整備・改善支援セミナー（参加者3名） 

 ③ 個別訪問指導 1事業場に実施 

 (3) 建設業の一人親方等に対する安全衛生教育支援事業 

 ① 安全衛生パトロール 10月から1月までに3回実施 

２ 中央労働災害防止協会中小企業安全衛生相談事業 

 (1) 各支部安全衛生大会での安全衛生相談会 6回実施 

 (2) 日常業務における面談・電話による個別相談 130件 

 

Ⅳ その他 

 １ 全国労働基準関係団体連合会（全基連）関係 

 (1) ブロック代表者会議        5月 8日 Web会議（専務理事） 

 (2) 通常総会・全国支部事務局長会議  5月26日  Web会議（専務理事） 

 (3) 通常理事会・全国支部事務局長会議 3月19日 Web会議（専務理事） 

２ 中央労働災害防止協会(中災防)関係 

 (1) 理事会及び通常総会        5月27日 Web会議（専務理事） 

 (2) 全国産業安全衛生大会 9月10日～12日  大阪（会長、専務理事） 

 (3) 北海道・東北ブロック労働基準協会連絡会議   6月30日（専務理事） 
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　　　　　　（単位：円）

Ⅰ　資産の部

　１.流動資産

　現金 0 0 0

　普通預金 63,277,548 80,812,426 △ 17,534,878

　定期預金 41,481,656 41,436,636 45,020

　未収会費 126,000 0 126,000

　未収金 7,597,365 7,527,657 69,708 　各支部 令和7年度に行った事業分

　前払金 3,086,893 2,904,983 181,910 　各支部 令和8年度に行う事業、賃料分

　立替金 33,080 25,500 7,580 　本部 産業安全衛生宮城大会事業分

　前払費用 291,940 186,150 105,790 　令和8年度　ウイルスソフト等分

　仮払金 0 0 0

　 流動資産合計 ［ 115,894,482 ］ ［ 132,893,352 ］ ［ △ 16,998,870 ］

　２.固定資産

　(1)基本財産

　定期預金 2,010,000 2,010,000 0

　 基本財産合計 ［ 2,010,000 ］ ［ 2,010,000 ］ ［ 0 ］

　(2)その他固定資産

　建物 8,739,486 9,310,845 △ 571,359 　本部 ・ 大河原支部 ・ 瀬峰支部

　車両運搬具 2 2 0 　古川支部 ・ 瀬峰支部

　什器備品 1,869,080 2,787,746 △ 918,666 　本部 ・ 各支部

　土地 7,771,920 7,771,920 0 　大河原支部

　リース資産 1,702,800 2,270,400 △ 567,600 　什器備品 リース分

　ソフトウエア 502,834 1,136,188 △ 633,354 　LAN回線分

　敷金 4,592,978 4,592,978 0 　本部 ・石巻支部・塩釜支部

　長期前払費用 901,156 257,400 643,756 　ウイルスソフト ・ 保守料分

　 その他固定資産合計 ［ 26,080,256 ］ ［ 28,127,479 ］ ［ △ 2,047,223 ］

　 固定資産合計 ［ 28,090,256 ］ ［ 30,137,479 ］ ［ △ 2,047,223 ］

　　資産合計 ［ 143,984,738 ］ ［ 163,030,831 ］ ［ △ 19,046,093 ］

Ⅱ　負債の部

　１.流動負債

　未払金 11,842,183 12,374,394 △ 532,211 　各支部 令和7年度に行った事業分

　前受金 9,207,373 11,017,791 △ 1,810,418 　各支部 令和8年度に行う事業分

　預り金 795,261 1,445,611 △ 650,350 　本部・各支部 所得税 等

　賞与引当金 4,016,267 4,197,975 △ 181,708 　令和8年度夏季賞与等分

　未払消費税等 2,426,600 2,669,100 △ 242,500

　 流動負債合計 ［ 28,287,684 ］ ［ 31,704,871 ］ ［ △ 3,417,187 ］

　２.固定負債

　リース債務 1,873,080 2,497,440 △ 624,360

　 固定負債合計 ［ 1,873,080 ］ ［ 2,497,440 ］ ［ △ 624,360 ］

　　負債合計 ［ 30,160,764 ］ ［ 34,202,311 ］ ［ △ 4,041,547 ］

Ⅲ　正味財産の部

　１.指定正味財産

　　指定正味財産合計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

　２.一般正味財産 ［ 113,823,974 ］ ［ 128,828,520 ］ ［ △ 15,004,546 ］

　　（うち基本財産への充当額） （ 2,010,000 ） （ 2,010,000 ） （ 0 ）

　　正味財産合計 ［ 113,823,974 ］ ［ 128,828,520 ］ ［ △ 15,004,546 ］

　　負債及び正味財産合計 ［ 143,984,738 ］ ［ 163,030,831 ］ ［ △ 19,046,093 ］

前年度（Ｂ）

令和７年度    貸借対照表
令和８年３月３１日現在

（A）-（B）

増　　減
科　　　　　　目 備　　　　考当年度（Ａ）
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　　　　　　（単位：円）

Ⅰ　資産の部

　１.流動資産

　現金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　普通預金 36,854,051 780,122 0 37,634,173 10,242,546 3,728,873 201,762 390,062 0 14,563,243 0 11,080,132 0 63,277,548

　定期預金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 41,481,656 0 41,481,656

　未収会費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 126,000 0 126,000

　未収金 60,386 692,245 0 752,631 6,370,845 0 11,385 42,301 0 6,424,531 0 420,203 0 7,597,365

　前払金 194,832 0 0 194,832 1,208,320 0 0 0 0 1,208,320 0 1,683,741 0 3,086,893

　立替金 0 33,080 0 33,080 0 0 0 0 0 0 0 0 0 33,080

　他会計貸付金 0 0 1,730,000 1,730,000 298,960,832 161,303,843 3,665,994 21,062,599 0 484,993,268 0 198,886,115 △ 685,609,383 0

　前払費用 85,800 0 0 85,800 0 0 0 0 0 0 0 206,140 0 291,940

　仮払金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　流動資産合計 ［ 37,195,069 ］ ［ 1,505,447 ］ ［ 1,730,000 ］ ［ 40,430,516 ］ ［ 316,782,543 ］ ［ 165,032,716 ］ ［ 3,879,141 ］ ［ 21,494,962 ］ ［ 0 ］ ［ 507,189,362 ］ ［ 0 ］ ［ 253,883,987 ］ ［ △ 685,609,383 ］ ［ 115,894,482 ］

　２.固定資産

(1)基本財産

　定期預金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,010,000 0 2,010,000

基本財産合計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 2,010,000 ］ ［ 0 ］ ［ 2,010,000 ］

(2)その他固定資産

　建物 5,736,578 171,595 0 5,908,173 1,068,745 775,898 42,899 85,797 0 1,973,339 0 857,974 0 8,739,486

　車両運搬具 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2 0 0 0 2

　什器備品 1,771,531 5,574 0 1,777,105 33,446 26,476 1,394 2,788 0 64,104 0 27,871 0 1,869,080

　土地 5,051,748 155,439 0 5,207,187 1,670,962 0 38,860 77,719 0 1,787,541 0 777,192 0 7,771,920

　リース資産 1,106,820 34,056 0 1,140,876 204,336 161,766 8,514 17,028 0 391,644 0 170,280 0 1,702,800

　ソフトウエア 405,068 5,587 0 410,655 33,520 26,536 1,397 2,793 0 64,246 0 27,933 0 502,834

　敷金 2,985,436 91,860 0 3,077,296 551,157 436,333 22,965 45,929 0 1,056,384 0 459,298 0 4,592,978

　長期前払費用 171,600 0 0 171,600 0 0 0 0 0 0 0 729,556 0 901,156

その他固定資産合計 ［ 17,228,781 ］ ［ 464,111 ］ ［ 0 ］ ［ 17,692,892 ］ ［ 3,562,168 ］ ［ 1,427,009 ］ ［ 116,029 ］ ［ 232,054 ］ ［ 0 ］ ［ 5,337,260 ］ ［ 0 ］ ［ 3,050,104 ］ ［ 0 ］ ［ 26,080,256 ］

　固定資産合計 ［ 17,228,781 ］ ［ 464,111 ］ ［ 0 ］ ［ 17,692,892 ］ ［ 3,562,168 ］ ［ 1,427,009 ］ ［ 116,029 ］ ［ 232,054 ］ ［ 0 ］ ［ 5,337,260 ］ ［ 0 ］ ［ 5,060,104 ］ ［ 0 ］ ［ 28,090,256 ］

資産合計 ［ 54,423,850 ］ ［ 1,969,558 ］ ［ 1,730,000 ］ ［ 58,123,408 ］ ［ 320,344,711 ］ ［ 166,459,725 ］ ［ 3,995,170 ］ ［ 21,727,016 ］ ［ 0 ］ ［ 512,526,622 ］ ［ 0 ］ ［ 258,944,091 ］ ［ △ 685,609,383 ］ ［ 143,984,738 ］

Ⅱ　負債の部

　１.流動負債

　他会計借入金 317,684,125 73,572,614 0 391,256,739 0 0 12,940,919 52,001,817 229,409,908 294,352,644 0 0 △ 685,609,383 0

　未払金 2,094,682 0 0 2,094,682 5,561,810 5,020 6,732 0 0 5,573,562 0 4,173,939 0 11,842,183

　前受金 9,189,102 0 0 9,189,102 0 18,271 0 0 0 18,271 0 0 0 9,207,373

　預り金 216,281 0 0 216,281 0 0 0 0 0 0 0 578,980 0 795,261

　賞与引当金 2,610,574 80,325 0 2,690,899 481,952 381,545 20,081 40,163 0 923,741 0 401,627 0 4,016,267

　未払消費税等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,426,600 0 2,426,600

令和７年度    貸借対照表内訳表
令和８年３月３１日現在

収益事業等会計
合　　計

小　　計
科　　　　　　目

共　　通
法人会計 内部取引控除

小　計 健診事業（収１ 労働保険（収２ 安衛用品（収３ 他事業（収４

公益目的事業

共　　通
受託事業(他1

他事業（公2講習事業（公1
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　　　　　　（単位：円）

令和７年度    貸借対照表内訳表
令和８年３月３１日現在

収益事業等会計
合　　計

小　　計
科　　　　　　目

共　　通
法人会計 内部取引控除

小　計 健診事業（収１ 労働保険（収２ 安衛用品（収３ 他事業（収４

公益目的事業

共　　通
受託事業(他1

他事業（公2講習事業（公1

　流動負債合計 ［ 331,794,764 ］ ［ 73,652,939 ］ ［ 0 ］ ［ 405,447,703 ］ ［ 6,043,762 ］ ［ 404,836 ］ ［ 12,967,732 ］ ［ 52,041,980 ］ ［ 229,409,908 ］ ［ 300,868,218 ］ ［ 0 ］ ［ 7,581,146 ］ ［ △ 685,609,383 ］ ［ 28,287,684 ］

　２.固定負債

　リース債務 1,217,502 37,462 0 1,254,964 224,770 177,943 9,365 18,730 0 430,808 0 187,308 0 1,873,080

　固定負債合計 ［ 1,217,502 ］ ［ 37,462 ］ ［ 0 ］ ［ 1,254,964 ］ ［ 224,770 ］ ［ 177,943 ］ ［ 9,365 ］ ［ 18,730 ］ ［ 0 ］ ［ 430,808 ］ ［ 0 ］ ［ 187,308 ］ ［ 0 ］ ［ 1,873,080 ］

負債合計 ［ 333,012,266 ］ ［ 73,690,401 ］ ［ 0 ］ ［ 406,702,667 ］ ［ 6,268,532 ］ ［ 582,779 ］ ［ 12,977,097 ］ ［ 52,060,710 ］ ［ 229,409,908 ］ ［ 301,299,026 ］ ［ 0 ］ ［ 7,768,454 ］ ［ △ 685,609,383 ］ ［ 30,160,764 ］

Ⅲ　正味財産の部

１.指定正味財産

　指定正味財産合計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

２.一般正味財産 ［ △ 278,588,416 ］ ［ △ 71,720,843 ］ ［ 1,730,000 ］ ［ △ 348,579,259 ］ ［ 314,076,179 ］ ［ 165,876,946 ］ ［ △ 8,981,927 ］ ［ △ 30,333,694 ］ ［ △ 229,409,908 ］ ［ 211,227,596 ］ ［ 0 ］ ［ 251,175,637 ］ ［ 0 ］ ［ 113,823,974 ］

（うち基本財産への充当額） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 2,010,000 ） （ 0 ） （ 2,010,000 ）

正味財産合計 ［ △ 278,588,416 ］ ［ △ 71,720,843 ］ ［ 1,730,000 ］ ［ △ 348,579,259 ］ ［ 314,076,179 ］ ［ 165,876,946 ］ ［ △ 8,981,927 ］ ［ △ 30,333,694 ］ ［ △ 229,409,908 ］ ［ 211,227,596 ］ ［ 0 ］ ［ 251,175,637 ］ ［ 0 ］ ［ 113,823,974 ］

負債及び正味財産合計 ［ 54,423,850 ］ ［ 1,969,558 ］ ［ 1,730,000 ］ ［ 58,123,408 ］ ［ 320,344,711 ］ ［ 166,459,725 ］ ［ 3,995,170 ］ ［ 21,727,016 ］ ［ 0 ］ ［ 512,526,622 ］ ［ 0 ］ ［ 258,944,091 ］ ［ △ 685,609,383 ］ ［ 143,984,738 ］
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　　　　　　（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部

（１） 経常収益

基本財産運用益 ［ 502 ］ ［ 40 ］ ［ 462 ］

受取会費 ［ 46,903,000 ］ ［ 47,032,500 ］ ［ △ 129,500 ］

会員会費 46,753,000 46,882,500 △ 129,500

特別会員会費 150,000 150,000 0

事業収益 ［ 221,749,343 ］ ［ 232,240,559 ］ ［ △ 10,491,216 ］

登録講習事業収益 68,052,600 74,639,481 △ 6,586,881

一般講習事業収益 49,819,808 52,248,565 △ 2,428,757

講習教材事業収益 14,632,340 15,113,340 △ 481,000

安全衛生活動収益 4,421,899 3,572,247 849,652

部会活動収益 104,551 118,191 △ 13,640

健診事業収益 47,408,933 48,357,979 △ 949,046

委託手数料他 16,986,007 17,227,378 △ 241,371

報奨金 10,088,500 10,369,000 △ 280,500

安全衛生用品事業収益 5,066,483 5,565,789 △ 499,306

収益その他収益 5,168,222 5,028,589 139,633

受取補助金等 ［ 0 ］ ［ ］ ［ 0 ］

受取寄附金 ［ 400,000 ］ ［ ］ ［ 400,000 ］

雑収益 ［ 3,377,286 ］ ［ 2,775,358 ］ ［ 601,928 ］

受取利息 281,016 65,560 215,456

雑収益 3,096,270 2,709,798 386,472

経常収益計 ［ 272,430,131 ］ ［ 282,048,457 ］ ［ △ 9,618,326 ］

（２） 経常事業費用

事業費 ［ 258,628,510 ］ ［ 257,084,336 ］ ［ 1,544,174 ］

登録講習 27,537,457 26,309,225 1,228,232

一般講習 17,025,397 16,910,471 114,926

講習教材 11,773,700 12,263,971 △ 490,271

安全衛生活動費 6,851,678 5,659,197 1,192,481

部会活動費 1,202,143 1,181,126 21,017

健診事業 3,484,693 3,520,287 △ 35,594

労働保険事務組合 2,059,658 1,759,204 300,454

安全衛生用品 4,075,575 4,411,180 △ 335,605

その他の事業（収益４事業） 83,089 67,480 15,609

役員報酬 7,454,324

給料手当 110,105,523

派遣費 0 0 0

退職給付費用 1,637,145 1,705,032 △ 67,887

法定福利費 19,616,692 20,169,299 △ 552,607

福利厚生費 632,672 789,173 △ 156,501

会議費 92,367 43,439 48,928

旅費交通費 916,689 728,962 187,727

通信運搬費 6,909,997 4,693,697 2,216,300

減価償却費 2,537,843 2,723,419 △ 185,576

消耗什器備品費 134,434 174,710 △ 40,276

消耗品費 3,713,991 4,136,297 △ 422,306

修繕費 1,473,719 1,273,003 200,716

図書印刷費 119,187 126,188 △ 7,001

広告宣伝費 20,250 26,415 △ 6,165

広報普及費 2,652,872 2,252,901 399,971

光熱水料費 2,122,636 2,106,025 16,611

賃借料 19,747,275 19,589,328 157,947

車両費 1,581,007 1,657,559 △ 76,552

保険料 284,595 270,554 14,041

顧問料 0 0 0

租税公課 1,347,991 1,279,823 68,168

令和７年度   正味財産増減計算書
令和７年 ４月１日から令和８年３月３１日まで

科　　　　　　目 当年度（A) 前年度（B) 増　減 備　　考
（A）-（B）

△ 2,152,372

労働保険事務
組合事業収益

119,712,219
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　　　　　　（単位：円）

令和７年度   正味財産増減計算書
令和７年 ４月１日から令和８年３月３１日まで

科　　　　　　目 当年度（A) 前年度（B) 増　減 備　　考
（A）-（B）

団体諸会費 490,440 533,742 △ 43,302

清掃費 509,636 591,132 △ 81,496

警備費 167,400 167,400 0

支払手数料 266,435 251,878 14,557

雑費 0 0 0

（３） 経常管理費用

管理費 ［ 28,383,500 ］ ［ 29,028,266 ］ ［ △ 644,766 ］

役員報酬 392,332

給料手当 12,233,948

退職給付費用 181,905 189,448 △ 7,543

法定福利費 2,179,633 2,241,033 △ 61,400

福利厚生費 211,332 145,486 65,846

会議費 1,671,156 2,043,437 △ 372,281

旅費交通費 423,668 470,774 △ 47,106

通信運搬費 767,777 521,455 246,322

減価償却費 153,136 183,557 △ 30,421

消耗什器備品費 14,937 19,412 △ 4,475

消耗品費 412,666 459,589 △ 46,923

修繕費 163,747 141,445 22,302

図書印刷費 864,287 917,183 △ 52,896

広告宣伝費 2,250 2,935 △ 685

広報普及費 884,291 1,267,257 △ 382,966

光熱水料費 235,848 234,003 1,845

賃借料 2,194,141 2,176,591 17,550

車両費 160,768 170,966 △ 10,198

保険料 477,300 474,460 2,840

顧問料 1,200,000 1,150,000 50,000

租税公課 1,744,142 1,749,491 △ 5,349

団体諸会費 796,000 794,710 1,290

渉外費 246,867 362,721 △ 115,854

清掃費 56,626 65,681 △ 9,055

警備費 18,600 18,600 0

支払手数料 690,009 343,750 346,259

貸倒損失 6,134 0 6,134

経常費用計 ［ 287,012,010 ］ ［ 286,112,602 ］ ［ 899,408 ］

当期経常増減額 ［ △ 14,581,879 ］ ［ △ 4,064,145 ］ ［ △ 10,517,734 ］

 ２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

固定資産処分益 0 0 0

経常外収益計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

（２） 経常外費用

固定資産処分損 0 2 △ 2

雑損失 48,367 0 48,367

経常外費用計 ［ 48,367 ］ ［ 2 ］ ［ 48,365 ］

当期経常外増減額 ［ △ 48,367 ］ ［ △ 2 ］ ［ △ 48,365 ］

税引前当期一般正味財産増減額 ［ △ 14,630,246 ］ ［ △ 4,064,147 ］ ［ △ 10,566,099 ］

法人税、住民税及び事業税 ［ 374,300 ］ ［ 380,500 ］ ［ △ 6,200 ］

当期一般正味財産増減額 ［ △ 15,004,546 ］ ［ △ 4,444,647 ］ ［ △ 10,559,899 ］

一般正味財産期首残高 ［ 128,828,520 ］ ［ 133,273,167 ］ ［ △ 4,444,647 ］

一般正味財産期末残高 ［ 113,823,974 ］ ［ 128,828,520 ］ ［ △ 15,004,546 ］

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

指定正味財産期首残高 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

指定正味財産期末残高 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

Ⅲ　正味財産期末残高 ［ 113,823,974 ］ ［ 128,828,520 ］ ［ △ 15,004,546 ］

12,884,282 △ 258,002
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　　　　　　（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部

（１） 経常収益

基本財産運用益 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 502 ］ ［ 0 ］ ［ 502 ］

受取会費 ［ 9,380,600 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 9,380,600 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 37,522,400 ］ ［ 0 ］ ［ 46,903,000 ］

会員会費 9,350,600 0 0 9,350,600 0 0 0 0 0 0 0 37,402,400 0 46,753,000

特別会員会費 30,000 0 0 30,000 0 0 0 0 0 0 0 120,000 0 150,000

事業収益 ［ 132,504,748 ］ ［ 4,526,450 ］ ［ 0 ］ ［ 137,031,198 ］ ［ 47,408,933 ］ ［ 27,074,507 ］ ［ 5,066,483 ］ ［ 5,168,222 ］ ［ 0 ］ ［ 84,718,145 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 221,749,343 ］

登録講習事業収益 68,052,600 0 0 68,052,600 0 0 0 0 0 0 0 0 0 68,052,600

一般講習事業収益 49,819,808 0 0 49,819,808 0 0 0 0 0 0 0 0 0 49,819,808

講習教材事業収益 14,632,340 0 0 14,632,340 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14,632,340

安全衛生活動収益 0 4,421,899 0 4,421,899 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,421,899

部会活動収益 0 104,551 0 104,551 0 0 0 0 0 0 0 0 0 104,551

健診事業収益 0 0 0 0 47,408,933 0 0 0 0 47,408,933 0 0 0 47,408,933

委託手数料他 0 0 0 0 0 16,986,007 0 0 0 16,986,007 0 0 0 16,986,007

報奨金 0 0 0 0 0 10,088,500 0 0 0 10,088,500 0 0 0 10,088,500

0 0 0 0 0 0 5,066,483 0 0 5,066,483 0 0 0 5,066,483

収益その他収益 0 0 0 0 0 0 0 5,168,222 0 5,168,222 0 0 0 5,168,222

受取補助金等 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

受取寄附金 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 400,000 ］ ［ 400,000 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 400,000 ］

雑収益 ［ 1,023,396 ］ ［ 482,560 ］ ［ 0 ］ ［ 1,505,956 ］ ［ 150,800 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 259,344 ］ ［ 0 ］ ［ 410,144 ］ ［ 0 ］ ［ 1,461,186 ］ ［ 0 ］ ［ 3,377,286 ］

受取利息 103,976 0 0 103,976 0 0 0 14,051 0 14,051 0 162,989 0 281,016

雑収益 919,420 482,560 0 1,401,980 150,800 0 0 245,293 0 396,093 0 1,298,197 0 3,096,270

経常収益計 ［ 142,908,744 ］ ［ 5,009,010 ］ ［ 400,000 ］ ［ 148,317,754 ］ ［ 47,559,733 ］ ［ 27,074,507 ］ ［ 5,066,483 ］ ［ 5,427,566 ］ ［ 0 ］ ［ 85,128,289 ］ ［ 0 ］ ［ 38,984,088 ］ ［ 0 ］ ［ 272,430,131 ］

（２） 経常事業費用

事業費 ［ 188,904,417 ］ ［ 13,386,789 ］ ［ 0 ］ ［ 202,291,206 ］ ［ 27,026,366 ］ ［ 21,103,380 ］ ［ 5,026,723 ］ ［ 3,180,835 ］ ［ 0 ］ ［ 56,337,304 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 258,628,510 ］

登録講習 27,537,457 0 0 27,537,457 0 0 0 0 0 0 0 0 0 27,537,457

一般講習 17,025,397 0 0 17,025,397 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17,025,397

講習教材 11,773,700 0 0 11,773,700 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11,773,700

安全衛生活動費 0 6,851,678 0 6,851,678 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,851,678

部会活動費 0 1,202,143 0 1,202,143 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,202,143

健診事業 0 0 0 0 3,484,693 0 0 0 0 3,484,693 0 0 0 3,484,693

労働保険事務組合 0 0 0 0 0 2,059,658 0 0 0 2,059,658 0 0 0 2,059,658

安全衛生用品 0 0 0 0 0 0 4,075,575 0 0 4,075,575 0 0 0 4,075,575

0 0 0 0 0 0 0 83,089 0 83,089 0 0 0 83,089

役員報酬 6,669,658 0 0 6,669,658 0 0 0 784,666 0 784,666 0 0 0 7,454,324

給料手当 79,520,656 2,446,789 0 81,967,445 14,680,736 11,622,250 611,697 1,223,395 0 28,138,078 0 0 0 110,105,523

派遣費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職給付費用 1,182,383 36,381 0 1,218,764 218,286 172,810 9,095 18,190 0 418,381 0 0 0 1,637,145

安衛用品（収３

その他の事業（収益４事業）

健診事業（収１

安全衛生用品事業収益

労働保険
事務組合
事業収益

労働保険（収２
科　　　　　　目

小　計他事業（公2講習事業（公1

令和７年度    正味財産増減計算書内訳表
令和７年 ４月１日から令和８年３月３１日まで

収益事業等会計
合　　計

小　計共　通
法人会計

公益目的事業
内部取引控除受託事業（他1

他事業（収４ 共　通
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　　　　　　（単位：円）

安衛用品（収３健診事業（収１ 労働保険（収２
科　　　　　　目

小　計他事業（公2講習事業（公1

令和７年度    正味財産増減計算書内訳表
令和７年 ４月１日から令和８年３月３１日まで

収益事業等会計
合　　計

小　計共　通
法人会計

公益目的事業
内部取引控除受託事業（他1

他事業（収４ 共　通

法定福利費 14,167,611 435,926 0 14,603,537 2,615,559 2,070,651 108,982 217,963 0 5,013,155 0 0 0 19,616,692

福利厚生費 456,930 14,059 0 470,989 84,356 66,782 3,515 7,030 0 161,683 0 0 0 632,672

会議費 51,546 32,758 0 84,304 0 8,063 0 0 0 8,063 0 0 0 92,367

旅費交通費 423,397 309,366 0 732,763 73,680 74,562 0 35,684 0 183,926 0 0 0 916,689

通信運搬費 4,990,553 153,555 0 5,144,108 921,333 729,389 38,389 76,778 0 1,765,889 0 0 0 6,909,997

減価償却費 2,154,997 30,629 0 2,185,626 190,499 138,750 7,655 15,313 0 352,217 0 0 0 2,537,843

消耗什器備品費 97,091 2,987 0 100,078 17,925 14,190 747 1,494 0 34,356 0 0 0 134,434

消耗品費 2,682,327 82,533 0 2,764,860 495,199 392,032 20,633 41,267 0 949,131 0 0 0 3,713,991

修繕費 1,064,353 32,749 0 1,097,102 196,496 155,559 8,187 16,375 0 376,617 0 0 0 1,473,719

図書印刷費 52,000 29,592 0 81,592 1,000 36,595 0 0 0 37,595 0 0 0 119,187

広告宣伝費 14,625 450 0 15,075 2,700 2,138 112 225 0 5,175 0 0 0 20,250

広報普及費 778,176 1,131,892 0 1,910,068 353,716 0 0 389,088 0 742,804 0 0 0 2,652,872

光熱水料費 1,533,015 47,170 0 1,580,185 283,018 224,056 11,792 23,585 0 542,451 0 0 0 2,122,636

賃借料 14,261,921 438,828 0 14,700,749 2,632,970 2,084,435 109,706 219,415 0 5,046,526 0 0 0 19,747,275

車両費 1,044,994 32,154 0 1,077,148 327,014 152,730 8,038 16,077 0 503,859 0 0 0 1,581,007

保険料 63,865 32,100 0 95,965 188,630 0 0 0 0 188,630 0 0 0 284,595

顧問料 0 0 0 0 0 0 0 0

租税公課 680,260 7,155 0 687,415 148,134 507,075 1,789 3,578 0 660,576 0 0 0 1,347,991

団体諸会費 0 0 0 0 0 490,440 0 0 0 490,440 0 0 0 490,440

清掃費 368,070 11,325 0 379,395 67,952 53,795 2,831 5,663 0 130,241 0 0 0 509,636

警備費 120,900 3,720 0 124,620 22,320 17,670 930 1,860 0 42,780 0 0 0 167,400

支払手数料 188,535 20,850 0 209,385 20,150 29,750 7,050 100 0 57,050 0 0 0 266,435

雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（３） 経常管理費用

管理費 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 28,383,500 ］ ［ 0 ］ ［ 28,383,500 ］

役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 392,332 0 392,332

給料手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12,233,948 0 12,233,948

退職給付費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 181,905 0 181,905

法定福利費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,179,633 0 2,179,633

福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 211,332 0 211,332

会議費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,671,156 0 1,671,156

旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 423,668 0 423,668

通信運搬費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 767,777 0 767,777

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 153,136 0 153,136

消耗什器備品費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14,937 0 14,937

消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 412,666 0 412,666

修繕費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 163,747 0 163,747

図書印刷費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 864,287 0 864,287

広告宣伝費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,250 0 2,250

広報普及費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 884,291 0 884,291
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　　　　　　（単位：円）

安衛用品（収３健診事業（収１ 労働保険（収２
科　　　　　　目

小　計他事業（公2講習事業（公1

令和７年度    正味財産増減計算書内訳表
令和７年 ４月１日から令和８年３月３１日まで

収益事業等会計
合　　計

小　計共　通
法人会計

公益目的事業
内部取引控除受託事業（他1

他事業（収４ 共　通

光熱水料費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 235,848 0 235,848

賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,194,141 0 2,194,141

車両費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 160,768 0 160,768

保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 477,300 0 477,300

顧問料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,200,000 0 1,200,000

租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,744,142 0 1,744,142

団体諸会費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 796,000 0 796,000

渉外費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 246,867 0 246,867

清掃費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 56,626 0 56,626

警備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18,600 0 18,600

支払手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 690,009 0 690,009

貸倒損失 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,134 0 6,134

経常費用計 ［ 188,904,417 ］ ［ 13,386,789 ］ ［ 0 ］ ［ 202,291,206 ］ ［ 27,026,366 ］ ［ 21,103,380 ］ ［ 5,026,723 ］ ［ 3,180,835 ］ ［ 0 ］ ［ 56,337,304 ］ ［ 0 ］ ［ 28,383,500 ］ ［ 0 ］ ［ 287,012,010 ］

当期経常増減額 ［ △ 45,995,673 ］ ［ △ 8,377,779 ］ ［ 400,000 ］ ［ △ 53,973,452 ］ ［ 20,533,367 ］ ［ 5,971,127 ］ ［ 39,760 ］ ［ 2,246,731 ］ ［ 0 ］ ［ 28,790,985 ］ ［ 0 ］ ［ 10,600,588 ］ ［ 0 ］ ［ △ 14,581,879 ］

 ２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

固定資産処分益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常外収益計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

（２） 経常外費用

固定資産処分損 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑損失 0 0 0 0 48,367 0 0 0 0 48,367 0 0 0 48,367

経常外費用計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 48,367 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 48,367 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 48,367 ］

当期経常外増減額 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ △ 48,367 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ △ 48,367 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ △ 48,367 ］

他会計振替額 ［ 19,120,715 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 19,120,715 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ △ 19,120,715 ］ ［ △ 19,120,715 ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

［ △ 26,874,958 ］ ［ △ 8,377,779 ］ ［ 400,000 ］ ［ △ 34,852,737 ］ ［ 20,485,000 ］ ［ 5,971,127 ］ ［ 39,760 ］ ［ 2,246,731 ］ ［ △ 19,120,715 ］ ［ 9,621,903 ］ ［ 0 ］ ［ 10,600,588 ］ ［ 0 ］ ［ △ 14,630,246 ］

［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 266,877 ］ ［ 77,854 ］ ［ 374 ］ ［ 29,195 ］ ［ 0 ］ ［ 374,300 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 374,300 ］

［ △ 26,874,958 ］ ［ △ 8,377,779 ］ ［ 400,000 ］ ［ △ 34,852,737 ］ ［ 20,218,123 ］ ［ 5,893,273 ］ ［ 39,386 ］ ［ 2,217,536 ］ ［ △ 19,120,715 ］ ［ 9,247,603 ］ ［ 0 ］ ［ 10,600,588 ］ ［ 0 ］ ［ △ 15,004,546 ］

［ △ 251,713,458 ］ ［ △ 63,343,064 ］ ［ 1,330,000 ］ ［ △ 313,726,522 ］ ［ 293,858,056 ］ ［ 159,983,673 ］ ［ △ 9,021,313 ］ ［ △ 32,551,230 ］ ［ △ 210,289,193 ］ ［ 201,979,993 ］ ［ 0 ］ ［ 240,575,049 ］ ［ 0 ］ ［ 128,828,520 ］

［ △ 278,588,416 ］ ［ △ 71,720,843 ］ ［ 1,730,000 ］ ［ △ 348,579,259 ］ ［ 314,076,179 ］ ［ 165,876,946 ］ ［ △ 8,981,927 ］ ［ △ 30,333,694 ］ ［ △ 229,409,908 ］ ［ 211,227,596 ］ ［ 0 ］ ［ 251,175,637 ］ ［ 0 ］ ［ 113,823,974 ］

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

指定正味財産期首残高 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

指定正味財産期末残高 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

Ⅲ　正味財産期末残高 ［ △ 278,588,416 ］ ［ △ 71,720,843 ］ ［ 1,730,000 ］ ［ △ 348,579,259 ］ ［ 314,076,179 ］ ［ 165,876,946 ］ ［ △ 8,981,927 ］ ［ △ 30,333,694 ］ ［ △ 229,409,908 ］ ［ 211,227,596 ］ ［ 0 ］ ［ 251,175,637 ］ ［ 0 ］ ［ 113,823,974 ］

一般正味財産期末残高

税引前当期一般正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高
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１．公益法人会計基準（平成20年基準）により財務諸表を作成している。

２．重要な会計方針

（１）　固定資産の減価償却の方法

　　　 固定資産の減価償却について定額法を採用している。

（２）　引当金の計上基準

　　　 賞与引当金 ： 職員への賞与の支給に備えるため、当期に帰属する期間の支給見込額を

　　　 　　　　　　　　　 計上している。

（３）　消費税等の会計処理

　　　 消費税等の会計処理は、税抜き方式によっている。

３．基本財産の増減額及びその残高

基本財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（ 単位 ： 円 ）

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（ 単位 ： 円 ）

１．基本財産の明細

「財務諸表に対する注記」に記載しているため、省略する。

２．引当金の明細
（ 単位 ： 円 ）

期首残高

4,197,975

科　　目

4,016,267合　　計 4,197,975 4,016,267 4,197,975

財務諸表に対する注記

附　属　明　細　書

科　　　　　目 前期末残高

2,010,000

2,010,000合　　　　計

　　基 本 財 産

　　　　　定 期 預 金

 ソ  フ  ト  ウ  エ  ア 2,978,566 502,834

減価償却累計額

43,008,164

4,611,155

12,716,375

 リ　ー　ス　 資　 産

合　　　　　計 12,814,202

4,016,267

1,135,2002,838,000

77,263,662

当期増加額

4,016,267

1,702,800

64,449,460

 賞与引当金

0

当期減少額

目的使用 その他

4,197,975 夏期賞与等

期末残高

当期増加額 当期減少額 当期末残高

2,010,000

2,010,000

0

0

0

0

2

1,869,080

当期末残高

8,739,48651,747,650

4,611,157

14,585,455

科　　　　　　目

 建　　　　　　　　 物

 車　両　運　搬　具

 什　　器　 備　　品

3,481,400

取 得 価 額
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　　　　　　（単位：円）

使用目的等

　（流動資産）

現金 ［ 0 ］

預金

　普通預金 ［ 63,277,548 ］

本部　七十七銀行　県庁支店 　事業運転資金として 32,493,120

仙台支部　七十七銀行　県庁支店 　同上 14,979,648

仙台支部　七十七銀行　一番町支店 　同上 1,724,160

塩釜支部　七十七銀行　塩釜支店 　同上 1,574,181

石巻支部　七十七銀行　穀町支店 　同上 2,987,881

古川支部　七十七銀行　古川支店 　同上 3,794,786

古川支部　仙台銀行　古川支店 　同上 18,271

大河原支部　七十七銀行　大河原支店 　同上 2,317,525

気仙沼支部　七十七銀行　内脇支店 　同上 559,520

気仙沼支部　気仙沼信用金庫　内の脇支店 　同上 836,207

瀬峰支部　仙台銀行　瀬峰支店 　同上 53,318

瀬峰支部　七十七銀行　佐沼支店 　同上 1,938,931

　定期預金 ［ 41,481,656 ］

本部　七十七銀行　県庁支店 　事業運転資金として 21,427,032

本部　仙台銀行　本店 　同上 20,054,624

未収会費 　令和7年度　事業分 ［ 126,000 ］

未収金 　令和7年度　事業分 ［ 7,597,365 ］

前払金 ［ 3,086,893 ］

講習事業 　令和8年度　事業分 194,832

健診事業 　令和8年度　事業分・健診システム分 1,208,320

法人会計 　令和8年度　賃借料他分 1,683,741

立替金 本部 　令和8年度　宮城大会事業分 ［ 33,080 ］

前払費用 本部・石巻支部 　ウイルスソフト・保守料 ［ 291,940 ］

流動資産合計 ［ 115,894,482 ］

　（固定資産）

基本財産

　定期預金 ［ 2,010,000 ］

本部　七十七銀行　二日町支店 　基本財産として 2,010,000

その他固定資産

　建物 ［ 8,739,486 ］

大河原支部　事務所・車庫 （107.7㎡） 　自己所有の事務所。当協会の事業割合により按分。 412,382

　　　　柴田郡大河原町 　公益目的事業に67％、収益事業に23％、法人会計に10％

瀬峰支部　事務所・車庫 （216㎡） 　同上 8,167,360

　　　　栗原市瀬峰

本部　講習会場電気設備 　公益事業(講習業務)に使用。 159,744

　　　　仙台市青葉区

　車両運搬具 ［ 2 ］

古川支部　トヨタ カローラフィールダー 　自己所有の車。収益事業（健診業務）に使用。 1

　　　　大崎市古川

瀬峰支部　トヨタ プリウス 　同上 1

　　　　栗原市瀬峰

　什器備品 ［ 1,869,080 ］

本部 ・ 各支部 　自己所有の什器備品。当協会の事業割合により按分。 1,869,080

　公益目的事業に67％、収益事業に23％、法人会計に10％

　土地 ［ 7,771,920 ］

大河原支部　土地 （240㎡） 　自己所有の土地。当協会の事業割合により按分。 7,771,920

　　　　柴田郡大河原町 　公益目的事業に67％、収益事業に23％、法人会計に10％

　リース資産 古川支部 　什器備品 ［ 1,702,800 ］

　ソフトウエア 本部 　LAN回線 ［ 502,834 ］

　敷金 ［ 4,592,978 ］

本部　GC青葉通りプラザ　 　当協会の事業割合により按分。 4,115,728

塩釜支部　東北第一興商駐車場　 　公益目的事業に67％、収益事業に23％、法人会計に10％ 4,000

石巻支部　石巻ルネッサンス館 　 473,250

　長期前払費用 本部・石巻支部 　保守料 ［ 901,156 ］

固定資産合計 ［ 28,090,256 ］

　　資産合計 ［ 143,984,738 ］

令和７年度    財産目録
令和８年３月３１日現在

貸借対照表科目 場所 ・ 物量等 金　　　　額
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　　　　　　（単位：円）

使用目的等

令和７年度    財産目録
令和８年３月３１日現在

貸借対照表科目 場所 ・ 物量等 金　　　　額

　（流動負債）

　未払金 ［ 11,842,183 ］

法人会計 　令和7年度 社会保険料、 4,173,939

　職員 令和8年3月超過勤務賃金の未払い分　他

講習事業 　令和7年度　事業分･講師謝金分 2,094,682

健診事業 　令和7年度　事業分 5,573,562

　前受金 ［ 9,207,373 ］

受取会費 　令和8年度　事業分 0

講習事業 　同上 9,189,102

労働保険事務組合事業 　同上 18,271

　預り金 ［ 795,261 ］

所得税等 　令和8年3月分 375,114

市町民税等 　同上 335,500

健診事業 　令和7年度　事業分 0

社会保険料等 84,647

　賞与引当金 　令和8年度　夏季賞与等 ［ 4,016,267 ］

　未払消費税等 ［ 2,426,600 ］

流動負債合計 ［ 28,287,684 ］

　（固定負債）

　リース債務 古川支部 　什器備品 ［ 1,873,080 ］

固定負債合計 ［ 1,873,080 ］

　　負債合計 ［ 30,160,764 ］

　　正味財産 ［ 113,823,974 ］
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令和８年度 事業計画 
 

Ⅰ 基本方針 

わが国経済は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心にみられるものの、緩や

かに回復している。先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やか

な回復を支えることが期待されるが、今後の物価動向や米国の通商政策をめぐる動向など

の景気を下押しするリスクに留意する必要がある。 

宮城県経済は、緩やかに持ち直しているものの、弱い動きもみられている。生産は持ち

直しの兆しがみられ、公共投資は横ばいの動きとなっている一方、個人消費は回復の動き

に足踏みがみられ、雇用は弱めの動きとなっている。 

当協会は、平成24年4月1日付けで移行した公益社団法人として、業務管理体制及び法令

遵守体制を整え、本年度も定款の目的に基づいて、宮城労働局策定の｢令和8年度労働行政

運営方針｣に掲げる安全で健康に働くことができる労働環境の整備等を主要課題とし、労

働条件の確保・改善対策、長時間労働の防止対策、労働者の安全と健康確保対策等の各種

事業を効果的かつ積極的に推進する。 

事業の推進に当たっては、宮城労働局、各労働基準監督署並びに関係諸団体等と一層の

綿密な連携を図ることとする。 

 

Ⅱ 事業運営の重点  

１  働く人の人材育成・リスキリング支援と講習・教育事業の充実  

企業の経営を取り巻く環境は、長引く円安や物価上昇、長期化する深刻な世界情勢、

人口減少や担い手不足、働き方改革、さらには災害や感染症への対応など、複雑化する

課題が山積している。こうした課題に的確に対応していくことは、働くすべての人が健

康で安全に、いきいきと働ける職場環境を実現しながら経営基盤を強化し、持続的成長

を成し遂げていくうえで不可欠であり、その重要性が一層高まっている。 

労働時間制度については、時間外労働の上限規制の適用が猶予されてきた建設業、自

動車運転者、医師においても令和6年4月から、時間外労働の上限規制が適用されたが、

各事業場においては、引き続き、長時間労働の解消や時間外労働の上限規制の遵守、各

種ハラスメントの防止といった労働条件の確保改善の取組が重要な課題となっている。 

更に令和7年5月14日に公布された労働安全衛生法等の改正により、個人事業主に対す

る安全衛生対策、高齢労働者の労働災害防止対策、職場のメンタルヘルス対策等の推進

が今後段階的に施行されることになっている。 

このような状況に鑑み、当協会としては、会員事業場をはじめ、県内事業場で働く

すべての人が、健康で安全に働き、やりがい・生きがいを実感できる労働環境を整

え、企業が持続的に成長し続けるための「経営に資する安全衛生支援」を基本方針と

して、以下の課題を重点に取り組むこととする。 

 (1)  働く人の人材育成・リスキリング支援を重点に、安全衛生教育を基盤としなが
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ら現場の生産性向上と管理監督者の力量向上につながる新規講習・教育と能力向

上教育等の実践的な講習・教育を強化し、「労働災害が起きる心配がなく、企業

の信頼と生産性が向上する職場づくり」を支援する。 

 (2)  「働き方改革」の推進及び働き方改革関連法（時間外労働の上限規制適用等の

改正労働基準法）、労働施策総合推進法（パワーハラスメント防止措置）等の周

知と必要な支援及び労働安全衛生法等の改正に伴う個人事業主に対する安全衛生

対策、高齢労働者の労働災害防止対策、職場のメンタルヘルス対策等の取り組み

支援 

 (3)  法改正等による新たな制度に関する周知・啓発を労働行政や関係団

体と連携して実施、社内の安全衛生教育を支援するためのWeb教育の提供 

 (4)  当協会の最も重要な公益事業である各種技能講習・安全衛生教育の充実 

 ① 法改正等により新設された講習（熱中症予防管理者、化学物質管理者等）、受講

希望が多い技能講習（酸素欠乏危険作業主任者等）等の受講機会の確保と内容の

充実 

② WEBや情報機器の整備によるサテライト講習の全支部への拡充 

③ Webとリアルを組み合わせた新たな講習、魅力が実感できる能力向上教育（安衛

法第 19条 2、第 60条の 2）等の実施 

 ④ 講習システムを活用した講習事務の適正・効率化（受講申し込みのWEB化や修了

証の即日発行等） 

 ⑤ 仙台本会場の受講環境改善 

 ⑥ 修了証発行システムの改善（能力向上教育受講者への魅力ある修了証の発行と

１枚への統合） 

などを積極的に展開しながら、労働災害防止に寄与するために必要な講習等の種

類と回数を計画し、その適切な実施を図る。 

 (5)  社内安全衛生教育・訓練の支援（ＤＶＤ教材無料貸出の充実） 

事業場が自ら社内で実施する安全衛生教育・訓練については、自主的な安全衛

生活動の実効性を確保するうえでますます重要となっていることから、令和5年

度から寄附を主な財源として始めた安全衛生教育用ＤＶＤ教材の会員向け無料貸

出の一層の充実を図る。貸出用教材については、利用者から寄せられた声にも耳

を傾けながら、安全と衛生両面から教材を増やすとともに、活用事業場を増やす

ための周知・啓発を図る。 

 (6)  安全衛生対策に関する相談・支援 

安全衛生対策に関する相談・支援については、ホームページを通じて、これま

で寄せられている相談内容などをＱ＆Ａ形式も取り入れながら周知し、気軽に相
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談できる仕組みがあることを幅広く周知しながら、会員事業場を重点として、加

入メリットが実感できる支援を行う。行政からの指導・支援が必要な事案につい

ては、相談側に寄り添って行政の活用も促すとともに、相談の期待に応えられる

よう、職員の知識やスキルアップに努めることに加え、事案に応じた専門家等の

活用にも十分配意した相談対応に努める。 

 (7)  「SafeworK向上宣言」の取組 

宮城労働局が従前の取組を見直して新たに推奨している「SafeworK向上宣言」

の取組を安全・健康確保対策の柱と位置づけ、会員事業場の同宣言登録を促し、

併せて、登録した事業場には「SafeworK向上宣言登録証」及び卓上「のぼり」を

贈呈するなどを通し、宣言の確実な実施に向けた支援等に取り組む。 

 (8)  介護・社会福祉事業、小売業等を含めた中小事業場に対する労務安全衛生管理

の支援の継続実施 

 (9)  全国労働基準関係団体連合会が受託事業として実施する各種セミナーの開催、

個別事業場支援の実施 

 

２  労働条件の整備改善に向けた支援活動  

令和7年中に宮城労働局に寄せられた労働条件等の相談件数は、いじめ・嫌がらせを

はじめとして2万件を超えて高止まり状態となっているうえ、賃金不払い・解雇・長時

間労働等の申告事案や脳・心臓疾患、精神障害の労災請求事案も依然として数多く寄せ

られる状態が続いている。 

令和6年4月から、時間外労働の上限規制の適用が猶予されてきた建設業、自動車運転

者、医師においても時間外労働の上限規制が適用されたが、各事業場においては、引き

続き、長時間労働の解消や時間外労働の上限規制の遵守、各種ハラスメントの防止とい

った労働条件の整備改善の取組が重要な課題となっている。 

このような状況に鑑み、当協会としては、以下の課題を重点にして、会員事業場を

はじめ、県内事業場の労働条件の整備改善に向けた支援に努めることとする。 

 (1)  長時間労働の解消、年次有給休暇の取得促進をはじめとした「働き方改革」の

推進及び働き方改革関連法（時間外労働の上限規制適用等の改正労働基準法）、

労働施策総合推進法（パワーハラスメント防止措置）等の周知と必要な支援等 

 (2)  労働条件通知書の交付、各種労使協定の整備、就業規則の整備等による労働条

件の明確化と法定労働条件の整備改善 

 (3)  介護・福祉の事業、小売業を含めた中小事業場に対する労務管理の支援の継続

実施 

 (4)  令和6年4月1日から改正されている「自動車運転者の労働時間等の改善のため

の告示（改善基準告示）」の周知及びこの遵守の支援 

 (5)  当協会会員となっている社会保険労務士等の労務安全衛生管理に関わる専門家

で構成する「宮城労務安全衛生管理専門家部会」が令和8年3月に設立されたこと
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を踏まえ、令和8年度は、同専門家部会活動を軸としながら、部会員である社会

保険労務士を講師とした労働条件整備に関するセミナー、社会保険労務士等によ

る支援を必要とする会員事業場に対する相談や個別の支援等を実施する。 

 (6)  全国労働基準関係団体連合会が受託事業として実施する各種セミナーの開催、

個別事業場支援の実施 

 

３  健康管理を経営・リスク対策として捉えた支援活動   

令和5年度から始まった第14次労働災害防止計画では、労働者一人ひとりが安全で健

康に働くことができる職場環境の実現のために、自発的に安全衛生対策に取り組む意識

啓発や労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策、高年齢労働者の労働災害防止対

策等を推進するとともに、労働者の健康確保対策や化学物質による健康障害防止対策に

も取り組むこととしている。 

このような中で令和8年3月に、宮城労働局、全国健康保険協会宮城支部（協会けんぽ）、

宮城産業保健総合支援センター及び当協会による「働く世代の健康づくり推進に向けた

連携協定」が締結され、産業保健の推進とそれによる健康経営の普及促進等について連

携・協力を図ることとされた。 

令和8年度においては、この協定も踏まえ、以下の課題を重点に健康・安全確保対策

に取り組む。 

 (1) 労働者の健康確保対策支援 

労働者の健康確保の動向をみれば、一般健康診断の有所見率は令和元年以降6割を

超えて増加傾向が続いており、仕事に関して強い不安やストレスがあるとする労働者

の割合は8割を超えている。また、労災請求の実態を見れば、脳・心臓疾患の労災請求・

認定件数は高止まり状況にあり、精神障害の労災請求・認定件数は増加傾向を示して

いることから、過重労働による健康障害防止や職場のストレス、ハラスメント等への

対策はますます重要となっている。 

令和8年度は、 

 ① SafeworK向上宣言の登録において、健康確保面の宣言も盛り込むよう啓発 

 ② 定期健診の受診率の向上と有所見者に対する産業医等の意見聴取の確実な実施 

 ③ 一般定期健康診断の生活習慣病健診への切換え促進支援 

 ④  労災二次健診給付金対象者に関する健診機関と連携した同健診の実施支援 

 ⑤  ストレスチェック制度の周知、中災防のストレスチェックの紹介 
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 ⑥メンタルヘルスセミナー,ハラスメントセミナー、ストレスチェック対応セミナ

ー等の開催とメンタルヘルス対策の推進 

 ⑦過重労働による健康障害防止のための労務安全衛生管理活動と支援 

 ⑧健康経営優良事業場登録のための啓発・支援 

 ⑨産業医等を活かした産業保健活動の支援、東北大学医学部産業保健分野との連携

等を安全活動と一体的に取り組む。 

 ⑩  宮城労働局・全国健康保険協会宮城支部・独立行政法人労働者健康安全機構宮

城産業保健総合支援センター及び当協会は、相互の連携・協力しながら、働く世

代の健康づくりを推進することを目的として、令和８年３月に「働く世代の健康

づくり推進に向けた連携に関する協定」を締結したことから、これに基づき、当

協会は、「ストレスチェックや健康診断を安価に斡旋」、「心と体の健康、災害

防止、労務管理等の講習会開催」等に取り組む。 

 (2)  その他の安全衛生対策支援 

上記に特掲した事項に加え、魅力ある職場づくりに直結する事業を通じて、働くすべ

ての人が幸せややりがい・生きがいを実感しながら、安全で健康に働き、働く人も会社

も持続的に成長できるよう支援することを目的として、本部・支部が連携しながら、次

の事項についても重点的に取組を実施する。 

 ①  すべての労働者の福祉の向上と企業の健全な発展に寄与するための事業として、

経営トップセミナーを、内容を工夫して開催する。 

 ②  「宮城安全衛生管理担当者の会」等の活動支援 

事業場で安全衛生活動を進める管理者が情報交換し、研鑽することを目的とする

「宮城安全衛生管理担当者の会」は令和6年10月に設立され、以後、150名を超える安

全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者及び衛生推進者が参加して活動を行っている。

令和8年度においては、「宮城安全衛生管理担当者の会」が行う研修会や情報交換等

の自主的な安全衛生管理活動を積極的に支援する。  

 ③  職長の果たす役割はますます重要となり、新規に加えて能力向上教育が重要とな

っている中で、その指導者であるRST（中央労働災害防止協会が認定する職長教育等

講師）等の確保と資質向上に資するため、令和7年3月に「宮城職長教育等講師の会」

が設立され、20名を超えるRSTやCOFT（建設業労働災害防止協会が認定する職長教育

等講師）養成講習を修了した資格者が参加して活動を開始した。令和8年度において
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は、会員事業場を中心に事業場内で活動する同資格者に更に参加を呼びかけながら、

同会が行う情報交換や知識・スキルアップのための研修等の活動を支援する。 

 ④  「宮城労務安全衛生管理専門家部会」が令和8年3月に設立されたことを踏まえ、令

和8年度においては、同専門家部会活動を軸としながら、労務安全衛生管理に関する

セミナー、社会保険労務士・保健師等による支援を必要とする会員事業場に対する相

談や個別の支援等を実施する。 

 ⑤  全国安全・労働衛生週間、年末・年始労働災害防止強化運動期間等における啓発

活動 

 全国安全・労働衛生週間、年末・年始労働災害防止強化運動期間等の機会を活用

した啓発は効果的であることから、本部・支部が協力しながら、各支部・部会が実施

する各種取組みの実効性の向上を図る。 

 ⑥  中小企業無災害記録証授与制度の普及 社内の安全衛生教育を支援するための

Web教育の提供 

 会員事業場の安全衛生水準の向上と事業の健全な発展に資するため、中小企業無

災害記録証授与制度(中災防の自主事業)の一層の普及促進を図る。 

 ⑦  事業の実態に即した安全衛生管理体制の確立、職務の適切な実施 

 ⑧  安全衛生年間計画の策定と計画に基づく自主的な安全衛生活動の実施 

 ⑨  リスクマネジメントの適切な実施 

 

４  労働保険事務組合事業の活性化  

当協会各支部が運営する労働保険事務組合業務は、宮城労働局の認可を

受けて労働保険に関する事務委託業務を実施しているところであるが、委

託事業場の中には協会未加入の委託事業場が存在することから、令和 6年

度以降において加入促進月間を設けるなどして加入促進を図ったところ、

一定数の事業場が加入している。  

令和 8年度においては、次の事項について重点的に取り組む。  

 ① 引き続き未加入委託事業場の加入促進に努める。  

 ②  中小事業主等労災保険特別加入制度について、制度や補償内容を丁寧

に説明し、事業実態やリスクに見合った補償が受けられる給付日額での

適切な特別加入の促進に努める。  

 ③  事務組合委託事業場の福祉の向上に役立つ労保連労働災害保険（労災

上乗せ補償保険）について、丁寧に説明し、必要とする事業場の加入促

進に努める。  
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５  地域密着した支部独自の支援活動  

当協会は、昭和24年に設立されて以来、働く人の安全と健康を守り、労働条件の改善

等を通して企業の健全な発展に寄与することを目的に事業活動を行ってきた。平成24年

4月からは、公益社団法人として体制を整え、適正な事業運営に努めてきたところであ

り、令和8年度は、一層、業務管理体制及び法令遵守体制を強化し、公益性を重視し、地

域の発展と会員事業場の経営の維持・繁栄に寄与するものとなるよう、WEBの積極的な

活用を含め、創意工夫を凝らすとともに、役職員一同、意を配りながら様々な事業に取

り組む。 

取り組みに当たっては、宮城労働局及び各労働基準監督署が進める各種行政施策を踏

まえつつ、行政、各労働災害防止団体、社会保険労務士会、安全衛生コンサルタント会、

仙台産業医学推進協議会等との必要な認識・情報の共有と連携を図る。 

また、一層の収支改善対策に努めるとともに、本部・各支部が機動的かつ有機的に連

携した事務処理体制の強化等を図りながら、時代を見据え、信頼性の高い、適正かつ効

果的・効率的な事業運営に努めることとする。 

令和 8年度の事業運営では、特に、以下の課題に取り組む。 

 (1)  「困ったときに相談できる基準協会、経営判断に役立つ基準協会」として、労

務管理、安全衛生管理等に関する専門家も活用した相談・支援体制の強化、懇切

丁寧な対応 

 (2)  一般労働条件の整備、労働災害防止の取組、行政指導への対応、事後措置等に

対する指導・支援 

 (3)  宮城労働基準通信については、令和 6年度からデジタル配信とし、

会員基本情報を自ら閲覧・変更できるマイページの提供、そのための

メールアドレスの登録促進等に取り組んできた結果、デジタル配信の

登録会員は、令和 8年 3月現在で約 8割となり、さらに増えつつある。   

 令和 8年度は、引き続きメールアドレスの登録の促進と内容の充実

を図りながら、定期及び随時のデジタル配信によるスピード感のある

魅力的な情報提供に努める。  

 (4)  ホームページのリニューアル及び会員サイトの内容の充実、操作性の改善 

 (5)  会員事業等へのマイページによる基本情報の閲覧・修正と電子メールによる各

種情報のスピーディな提供、会員事業場の取組好事例の収集と紹介、会員相互の

情報交換の促進を図る。 

 (6)   新たに導入したZoomのウェビナーを活用した会員限定のハイブリット型（会場

参加とライブのWeb参加）のセミナーを企画・実施することをはじめ、加入メリ

ットが実感でき、会員事業場のニーズに叶う事業の展開等に取り組む。 

 (7)  電子メールを活用する場合の個人情報保護のために必要な電子情報管理の仕組

みとサイバー攻撃を防御するための情報セキュリティ対策の強化、利用者に対す

るこれに関連する様々な注意情報の提供 
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 (8)  会員サービスの充実と実効性のある各種事業の積極的な展開、支部の産業構造

や会員企業の特性を踏まえた取り組みの推進 

 (9)  重点的な会員の加入促進（重点対象：比較的事業規模の大きな事業場、当協会

が行う各種講習・健康診断・事務組合事業を利用しながら非会員となっている事

業場、労務管理・安全衛生管理の充実が求められている介護・社会福祉事業、警

備業、旅館・ホテル業、ビルメンテナンス業等の第三次産業の事業場等） 

 (10)  協会の業務管理体制、法令遵守体制、情報セキュリティ対策等の強化と内部

監査の強化 

 (11)  事業費及び管理費の見直し、事務処理の適正・効率化等による経費削減 

 (12)  協会事業の充実と会員サービス向上のための寄附の募集 

 

実施する主な事業等 
Ⅰ 会 議 

 １  総会  

   第 54回定時総会      6月 18日 (木 ) ホテル白萩  

 ２  理事会  

   第 117回通常理事会    5月 18日 (月 )  

     定時総会提案議案等審議  

   第 118回通常理事会    6月 18日 (木 ) ホテル白萩  

     役員選任  

   第 119回通常理事会    11月      会場未定  

     上半期の業務運営状況等審議  

   第 120回通常理事会     3月      会場未定  

     次年度事業計画、収支予算案等審議  

 ３  支部総会   

   仙台支部            5月 13日 (水 ) ホテル白萩  

   塩釜支部         5月 29日 (金 ) 塩釜商工会議所  

   石巻支部         5月 28日 (木 ) 石巻グランドホテル  

   古川支部         5月 28日 (木）  グランド平成  

   大河原支部        5月 19日 (火 ) 仙南地域職業訓練センター  

   気仙沼支部        5月 20日 (水 ) 気仙沼市民会館  

   瀬峰支部         5月 21日 (木 ) エポカ２１  

 

Ⅱ 事 業 

 １  総務関係事業   

 (1) ｢宮城労働基準通信｣の刊行 (デジタル配信の普及 ) 

        毎月    本部  
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デジタル版と冊子の内訳（令和8年2月） 

デジタル版の配信: 3,551事業場 6,254名 会員の 83.5％ 

冊子の送付: 702事業場 

 (2) 協会ホームページの更新、会員専用サイトの充実 随時 本部 

 (3) 表彰  

    安全衛生表彰(宮城労働局主唱、各災防団体との共催) 

    産業安全衛生宮城大会にて実施      7月6日（月）日立システムズホール 

 (4)参考図書、安全衛生用品、各種届出様式、試験申請書等の斡旋・頒布  

                通年   本部・各支部で実施  

 (5)DVD教材等の充実と無料貸出し     通年  本部・各支部で実施  

 (6)会員も利用できる多目的ルームやデジタル化機材等の整備  

                  通年    本部で実施  

 

 ２  労務管理関係事業   

 雇用等に関連する相談や過重労働に関する労災認定申請が増加してい

ることから、基本方針を重点に、下記の事業を行う。  

 (1) 労務安全衛生管理に関する研修    随時   各支部で実施  

 (2) 部会の開催                随時   各支部で開催  

 (3) 労務管理に関する相談・指導の強化、専門家（弁護士、社会保険労務士等）によ

る無料相談対応の整備          随時   本部で実施  

    

 ３  安全衛生関係事業   

令和5年度からスタートした第14次労働災害防止計画の目標達成のため、リスクマ

ネジメントを重点とし、企業の自主的安全衛生管理活動の活性化を図るとともに、関

係災防団体と連携して下記の事業等を行う。 

 (1) 安全衛生管理に関する相談・指導の強化  通年   本部・各支部で実施  

 (2) 労務管理に関する相談・指導の強化、専門家（安全・衛生コンサルタント、医

師、弁護士等）による無料相談対応の整備 随時  本部で実施  

 (3) 労務安全衛生管理に関する研修・セミナー   随時  各支部で実施  

 (4) 管理監督者及び作業者に対する講習・教育  

(別紙｢令和8年度安全衛生関係講習実施計画｣参照) 

      通年   各支部で実施  

 (5) 労働災害防止関係団体等連絡会議  4月及び 8月  本部で実施  

 (6) 安全・衛生パトロール指導  の強化  随時   各支部(支部間交流)で実施 

 (7) 木造家屋建築現場指導       随時   各支部で実施  

 (8) 安全週間・衛生週間労働災害防止運動  

         6月～10月 本部・各支部で実施 
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 (9) 年末年始労働災害防止強化運動   12月～1月 本部・各支部で実施  

 (10) 部会の開催       随時   本部・各支部で開催  

 (11) 令和 8年度産業安全衛生宮城大会 (労働災害防止団体等と共催 ) 

       7月 6日（月）（日立システムズホール  シアターホール）  

 (12) 令和 8年度支部安全・衛生大会 (表彰式・事例発表・講演等 ) 

         10月  各支部で実施 

 (13) 安全祈願祭        1月   各支部で実施  

 (14) 宮城安全衛生管理担当者の会         本部で実施  

 (15) 宮城職長等講師の会               本部で実施  

 (16) 宮城労務安全衛生管理専門家部会       本部で実施  

 (17) 災防団体・健診機関との連絡協議会  随時   本部で実施  

 (18) 健康診断 (一財)杜の都産業保健会等と提携した定期健康診断・特殊健康   

診断、労災二次健診給付金を活用した健診等の実施 随時 支部で実施 

  

４  賃金関係事業   

 宮城県最低賃金及び特定最低賃金の周知に努めるほか、魅力ある企業づくりのため、

宮城労働局と連携し、企業が行う賃金制度等の整備改善、助成金の活用等を支援する

こととし、下記の事業を行う。 

 (1) 賃金等に関する相談・指導    通年   本部・各支部で実施  

 (2) 最低賃金に関する広報     随時   本部・各支部で実施  

  

５  労災関係事業  

労働保険事務組合の委託手数料については、事務手続きの実態に即応した公平感

のあるものとすることを目指して改定を進めているところであるが、令和8年度にお

いては委託業務の一層の適正化を図るとともに、引き続き、労働保険事務組合未加

入事業場の加入促進と非会員である委託事業場の当協会への加入促進を図り、委託

事業場の労働災害防止、人材の確保定着等にも寄与できるよう次の事業に

取り組む。 

 (1) 労働保険に関する相談・指導    通年   本部・各支部で実施  

 (2) 中小事業主等特別加入に関する相談  随時    本部・各支部で実施  

 (3) 労働保険実務研修会等     随時   本部・各支部で開催  

 (4) 労働保険年度更新業務の協力    4月～ 7月  各支部で実施  

 (5) その他の労働保険事務組合事業   通年   各支部で実施  

  

６  各支部の事業  

 各支部では、前記の事業等を実施するものとするが、所轄の労働基準監督署と連携

し、労働基準監督署の重点施策に対応した講習等についても積極的に取り組む。 
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７  令和 8年度全国産業安全衛生大会への参加  

 令和8年9月16日(水)～18日(金)までの3日間、「北海道立総合体育センター」で開

催される第85回全国産業安全衛生大会に積極的に参加する。 

 

Ⅲ 委託事業及び関係団体支部事業 

(公社 )全国労働基準関係団体連合会 (全基連 )宮城県支部関係  

全基連が実施する｢外国人技能実習制度関係者養成講習｣等を開催し、適正な労働条件

の普及を支援するほか、全基連が受託する各種セミナーを開催する等、事業場における

労務管理、安全衛生管理の改善の取り組みを支援する。 

 

Ⅳ その他 

 １  協会関係  

  (1) 事務局長会議  5月・ 8月・ 12月・ 3月  

  (2) 職員会議・研修会  随時開催  

  (3) 各種委員会・検討会議等 定期・随時開催  

 

 ２  (公社 )全国労働基準関係団体連合会 (全基連 )関係  

(1) 理事会及び拡大ブロック代表者会議   5月 22日    Web会議  

(2) 通常総会   6月 9日     Web会議    

（ 3）事務局長会議、受託事業運営会議等  6月 9日     Web会議   

  (4) 理事会及び拡大ブロック代表者会議   3月  未定  

(5) 全国支部事務局長会議   2月   未定  

 

 ３  中央労働災害防止協会 (中災防 )関係  

  (1) 理事会・総会 5月 27日     東京  

  (2) 全国産業安全衛生大会・ＴＨＰ協議会  9月 16日～ 18日  札幌   

  (3) 北海道・東北ブロック連絡会議     6月 26日  札幌  
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　　　　　　（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部

（１） 経常収益

基本財産運用益 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 　 0 ］

受取会費 ［ 54,360,000 ］ ［ 50,400,000 ］ ［ 　 3,960,000 ］

会員会費 54,210,000 50,250,000 　 3,960,000

特別会員会費 150,000 150,000 　 0

事業収益 ［ 313,120,000 ］ ［ 298,890,000 ］ ［ 　 14,230,000 ］

登録講習事業収益 94,040,000 96,600,000 △ 2,560,000

一般講習事業収益 94,140,000 81,500,000 　 12,640,000

講習教材事業収益 24,700,000 22,400,000 　 2,300,000

安全衛生活動収益 3,670,000 4,000,000 △ 330,000

部会活動収益 0 0 　 0

健診事業収益 56,430,000 55,000,000 　 1,430,000

労働保険事務組合事業収益 29,680,000 29,100,000 　 580,000

安全衛生用品事業収益 5,610,000 5,700,000 △ 90,000

収益その他収益 4,850,000 4,590,000 　 260,000

受託事業収益 0 0 　 0

受取補助金等 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 　 0 ］

雑収益 ［ 2,690,000 ］ ［ 2,780,000 ］ ［ △ 90,000 ］

受取利息 70,000 1,000 　 69,000

雑収益 2,620,000 2,779,000 △ 159,000

経常収益計 ［ 370,170,000 ］ ［ 352,070,000 ］ ［ 　 18,100,000 ］

（２） 経常事業費用

事業費 ［ 300,800,200 ］ ［ 291,400,200 ］ ［ 　 9,400,000 ］

登録講習 30,920,000 28,900,000 　 2,020,000

一般講習 18,850,000 18,000,000 　 850,000

講習教材 19,830,000 18,150,000 　 1,680,000

安全衛生活動費 5,780,000 6,200,000 △ 420,000

部会活動費 1,670,000 1,750,000 △ 80,000

健診事業 3,860,000 4,000,000 △ 140,000

労働保険事務組合 1,970,000 1,900,000 　 70,000

安全衛生用品 4,440,000 4,600,000 △ 160,000

その他の事業（収益４事業） 110,000 90,000 　 20,000

受託事業 0 0 　 0

役員報酬 13,775,000 7,305,000 　 6,470,000

給料手当 122,220,000 127,260,000 △ 5,040,000

退職給付費用 1,854,000 1,890,000 △ 36,000

法定福利費 23,580,000 21,150,000 　 2,430,000

福利厚生費 2,056,500 2,083,500 △ 27,000

会議費 240,000 150,000 　 90,000

旅費交通費 1,502,500 1,275,000 　 227,500

通信運搬費 6,795,000 6,750,000 　 45,000

減価償却費 2,350,000 2,500,000 △ 150,000

消耗什器備品費 918,000 1,044,000 △ 126,000

消耗品費 4,374,000 4,500,000 △ 126,000

修繕費 3,186,000 1,710,000 　 1,476,000

図書印刷費 170,000 180,000 △ 10,000

広告宣伝費 36,000 27,000 　 9,000

広報普及費 2,572,800 1,920,000 　 652,800

光熱水料費 2,403,000 2,430,000 △ 27,000

賃借料 20,282,400 20,270,700 　 11,700

車両費 1,692,000 1,705,000 △ 13,000

保険料 220,000 310,000 △ 90,000

顧問料 0 0 　 0

租税公課 1,530,000 1,571,000 △ 41,000

団体諸会費 550,000 630,000 △ 80,000

清掃費 612,000 630,000 △ 18,000

警備費 171,000 189,000 △ 18,000

支払手数料 280,000 330,000 △ 50,000

雑費 0 0 　 0

令和８年度    収支予算書
令和８年 ４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　　　　　目 当年度（A) 前年度（B) 増　減（A）-（B） 備　　考
　　　　　　　　　　　　　　△：減少
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令和８年度    収支予算書
令和８年 ４月１日から令和９年３月３１日まで

　　　　　　（単位：円）

 １．経常増減の部

（３） 経常管理費用

管理費 ［ 33,979,800 ］ ［ 33,469,800 ］ ［ 　 510,000 ］

役員報酬 725,000 385,000 　 340,000

給料手当 13,580,000 14,140,000 △ 560,000

退職給付費用 206,000 210,000 △ 4,000

法定福利費 2,620,000 2,350,000 　 270,000

福利厚生費 403,500 396,500 　 7,000

会議費 1,930,000 1,700,000 　 230,000

旅費交通費 547,500 515,000 　 32,500

通信運搬費 755,000 750,000 　 5,000

減価償却費 170,000 160,000 　 10,000

消耗什器備品費 102,000 116,000 △ 14,000

消耗品費 486,000 500,000 △ 14,000

修繕費 354,000 190,000 　 164,000

図書印刷費 1,400,000 1,300,000 　 100,000

広告宣伝費 4,000 3,000 　 1,000

広報普及費 1,447,200 1,080,000 　 367,200

光熱水料費 267,000 270,000 △ 3,000

賃借料 2,487,600 2,489,300 △ 1,700

車両費 178,000 175,000 　 3,000

保険料 480,000 500,000 △ 20,000

顧問料 1,200,000 1,200,000 　 0

租税公課 2,380,000 2,379,000 　 1,000

団体諸会費 800,000 800,000 　 0

渉外費 520,000 950,000 △ 430,000

清掃費 68,000 70,000 △ 2,000

警備費 19,000 21,000 △ 2,000

支払利息 0 0 　 0

支払手数料 850,000 820,000 　 30,000

雑費 0 0 　 0

経常費用計 ［ 334,780,000 ］ ［ 324,870,000 ］ ［ 　 9,910,000 ］

当期経常増減額 ［ 35,390,000 ］ ［ 27,200,000 ］ ［ 　 8,190,000 ］

 ２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

固定資産売却益 0 0 　 0

経常外収益計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 　 0 ］

（２） 経常外費用

固定資産売却損 0 0 　 0

経常外費用計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 　 0 ］

当期経常外増減額 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 　 0 ］

他会計振替前当期一般正味財産増減額 ［ 35,390,000 ］ ［ 27,200,000 ］ ［ 　 8,190,000 ］

他会計振替額 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 　 0 ］

税引前当期一般正味財産増減額 ［ 35,390,000 ］ ［ 27,200,000 ］ ［ 　 8,190,000 ］

法人税、住民税及び事業税 ［ 700,000 ］ ［ 700,000 ］ ［ 　 0 ］

法人税等調整額 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 　 0 ］

当期一般正味財産増減額 ［ 34,690,000 ］ ［ 26,500,000 ］ ［ 　 8,190,000 ］

科　　　　　　目 当年度（A) 前年度（B)

増　減

備　　考（A）-（B）
　　　　　　　　　　　　　　△：減少
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　　　　　　（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部

（１） 経常収益

基本財産運用益 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

受取会費 ［ 10,872,000 ］ ［ 0 ］ ［ 10,872,000 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 43,488,000 ］ ［ 0 ］ ［ 54,360,000 ］ ［ 50,400,000 ］

会員会費 10,842,000 0 10,842,000 0 0 0 0 0 43,368,000 0 54,210,000 50,250,000

特別会員会費 30,000 0 30,000 0 0 0 0 0 120,000 0 150,000 150,000

事業収益 ［ 212,880,000 ］ ［ 3,670,000 ］ ［ 216,550,000 ］ ［ 56,430,000 ］ ［ 29,680,000 ］ ［ 5,610,000 ］ ［ 4,850,000 ］ ［ 0 ］ ［ 96,570,000 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 313,120,000 ］ ［ 298,890,000 ］

登録講習事業収益 94,040,000 0 94,040,000 0 0 0 0 0 0 0 94,040,000 96,600,000

一般講習事業収益 94,140,000 0 94,140,000 0 0 0 0 0 0 0 94,140,000 81,500,000

講習教材事業収益 24,700,000 0 24,700,000 0 0 0 0 0 0 0 24,700,000 22,400,000

安全衛生活動収益 0 3,670,000 3,670,000 0 0 0 0 0 0 0 3,670,000 4,000,000

部会活動収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

健診事業収益 0 0 0 56,430,000 0 0 0 56,430,000 0 0 56,430,000 55,000,000

労働保険事務組合事業収益 0 0 0 0 29,680,000 0 0 29,680,000 0 0 29,680,000 29,100,000

安全衛生用品事業収益 0 0 0 0 0 5,610,000 0 5,610,000 0 0 5,610,000 5,700,000

収益その他収益 0 0 0 0 0 0 4,850,000 4,850,000 0 0 4,850,000 4,590,000

受託事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受取補助金等 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

雑収益 ［ 762,400 ］ ［ 342,500 ］ ［ 1,104,900 ］ ［ 109,600 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 216,700 ］ ［ 0 ］ ［ 326,300 ］ ［ 0 ］ ［ 1,258,800 ］ ［ 0 ］ ［ 2,690,000 ］ ［ 2,780,000 ］

受取利息 25,900 0 25,900 0 0 0 3,500 3,500 40,600 0 70,000 1,000

雑収益 736,500 342,500 1,079,000 109,600 0 0 213,200 322,800 1,218,200 0 2,620,000 2,779,000

経常収益計 ［ 224,514,400 ］ ［ 4,012,500 ］ ［ 228,526,900 ］ ［ 56,539,600 ］ ［ 29,680,000 ］ ［ 5,610,000 ］ ［ 5,066,700 ］ ［ 0 ］ ［ 96,896,300 ］ ［ 0 ］ ［ 44,746,800 ］ ［ 0 ］ ［ 370,170,000 ］ ［ 352,070,000 ］

（２） 経常事業費用

事業費 ［ 223,931,550 ］ ［ 13,591,820 ］ ［ 237,523,370 ］ ［ 30,348,620 ］ ［ 23,450,895 ］ ［ 5,517,205 ］ ［ 3,960,110 ］ ［ 0 ］ ［ 63,276,830 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 300,800,200 ］ ［ 291,400,200 ］

登録講習 30,920,000 0 30,920,000 0 0 0 0 0 0 0 30,920,000 28,900,000

一般講習 18,850,000 0 18,850,000 0 0 0 0 0 0 0 18,850,000 18,000,000

講習教材 19,830,000 0 19,830,000 0 0 0 0 0 0 0 19,830,000 18,150,000

安全衛生活動費 0 5,780,000 5,780,000 0 0 0 0 0 0 0 5,780,000 6,200,000

部会活動費 0 1,670,000 1,670,000 0 0 0 0 0 0 0 1,670,000 1,750,000

健診事業 0 0 0 3,860,000 0 0 0 3,860,000 0 0 3,860,000 4,000,000

労働保険事務組合 0 0 0 0 1,970,000 0 0 1,970,000 0 0 1,970,000 1,900,000

安全衛生用品 0 0 0 0 0 4,440,000 0 4,440,000 0 0 4,440,000 4,600,000

その他の事業（収益４事業） 0 0 0 0 0 0 110,000 110,000 0 0 110,000 90,000

受託事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

役員報酬 12,325,000 290,000 12,615,000 1,160,000 1,160,000 0 0 13,775,000 7,305,000

給料手当 88,270,000 2,716,000 90,986,000 16,296,000 12,901,000 679,000 1,358,000 31,234,000 0 0 122,220,000 127,260,000

講習事業（公1 他事業（公2 小　計 健診事業（収１ 労働保険（収２ 安衛用品（収３
受託事業(他1

令和８年度    収支予算書内訳表
令和８年 ４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　　　　　目
公益目的事業 収益事業等会計

法人会計 内部取引控除 合　計 前年度予算額
他事業（収４ 共　通 小　計
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　　　　　　（単位：円）

講習事業（公1 他事業（公2 小　計 健診事業（収１ 労働保険（収２ 安衛用品（収３
受託事業(他1

令和８年度    収支予算書内訳表
令和８年 ４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　　　　　目
公益目的事業 収益事業等会計

法人会計 内部取引控除 合　計 前年度予算額
他事業（収４ 共　通 小　計

退職給付費用 1,339,000 41,200 1,380,200 247,200 195,700 10,300 20,600 473,800 0 0 1,854,000 1,890,000

法定福利費 17,030,000 524,000 17,554,000 3,144,000 2,489,000 131,000 262,000 6,026,000 0 0 23,580,000 21,150,000

福利厚生費 1,485,250 45,700 1,530,950 274,200 217,075 11,425 22,850 525,550 0 0 2,056,500 2,083,500

会議費 200,000 0 200,000 40,000 0 0 0 40,000 0 0 240,000 150,000

旅費交通費 650,500 438,000 1,088,500 240,500 59,200 0 114,300 414,000 0 0 1,502,500 1,275,000

通信運搬費 4,907,500 151,000 5,058,500 906,000 717,250 37,750 75,500 1,736,500 0 0 6,795,000 6,750,000

減価償却費 1,910,000 40,000 1,950,000 212,000 161,000 9,000 18,000 400,000 0 0 2,350,000 2,500,000

消耗什器備品費 663,000 20,400 683,400 122,400 96,900 5,100 10,200 234,600 0 0 918,000 1,044,000

消耗品費 3,159,000 97,200 3,256,200 583,200 461,700 24,300 48,600 1,117,800 0 0 4,374,000 4,500,000

修繕費 2,301,000 70,800 2,371,800 424,800 336,300 17,700 35,400 814,200 0 0 3,186,000 1,710,000

図書印刷費 87,100 42,900 130,000 0 40,000 0 0 40,000 0 0 170,000 180,000

広告宣伝費 26,000 800 26,800 4,800 3,800 200 400 9,200 0 0 36,000 27,000

広報普及費 804,000 1,005,000 1,809,000 321,600 0 0 442,200 763,800 0 0 2,572,800 1,920,000

光熱水料費 1,735,500 53,400 1,788,900 320,400 253,650 13,350 26,700 614,100 0 0 2,403,000 2,430,000

賃借料 14,648,400 450,720 15,099,120 2,704,320 2,140,920 112,680 225,360 5,183,280 0 0 20,282,400 20,270,700

車両費 1,157,000 35,600 1,192,600 303,600 169,100 8,900 17,800 499,400 0 0 1,692,000 1,705,000

保険料 69,300 40,700 110,000 110,000 0 0 0 110,000 0 0 220,000 310,000

顧問料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

租税公課 822,500 7,000 829,500 102,000 593,250 1,750 3,500 700,500 0 0 1,530,000 1,571,000

団体諸会費 0 30,000 30,000 0 520,000 0 0 520,000 0 0 550,000 630,000

清掃費 442,000 13,600 455,600 81,600 64,600 3,400 6,800 156,400 0 0 612,000 630,000

警備費 123,500 3,800 127,300 22,800 18,050 950 1,900 43,700 0 0 171,000 189,000

支払手数料 176,000 24,000 200,000 27,200 42,400 10,400 0 80,000 0 0 280,000 330,000

雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 １．経常増減の部

（３） 経常管理費用

管理費 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 33,979,800 ］ ［ 0 ］ ［ 33,979,800 ］ ［ 33,469,800 ］

役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 725,000 0 725,000 385,000

給料手当 0 0 0 0 0 0 0 0 13,580,000 0 13,580,000 14,140,000

退職給付費用 0 0 0 0 0 0 0 0 206,000 0 206,000 210,000

法定福利費 0 0 0 0 0 0 0 0 2,620,000 0 2,620,000 2,350,000

福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 0 403,500 0 403,500 396,500

会議費 0 0 0 0 0 0 0 0 1,930,000 0 1,930,000 1,700,000

旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 547,500 0 547,500 515,000

通信運搬費 0 0 0 0 0 0 0 0 755,000 0 755,000 750,000

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 170,000 0 170,000 160,000

消耗什器備品費 0 0 0 0 0 0 0 0 102,000 0 102,000 116,000
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　　　　　　（単位：円）

講習事業（公1 他事業（公2 小　計 健診事業（収１ 労働保険（収２ 安衛用品（収３
受託事業(他1

令和８年度    収支予算書内訳表
令和８年 ４月１日から令和９年３月３１日まで

科　　　　　　目
公益目的事業 収益事業等会計

法人会計 内部取引控除 合　計 前年度予算額
他事業（収４ 共　通 小　計

消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 486,000 0 486,000 500,000

修繕費 0 0 0 0 0 0 0 0 354,000 0 354,000 190,000

図書印刷費 0 0 0 0 0 0 0 0 1,400,000 0 1,400,000 1,300,000

広告宣伝費 0 0 0 0 0 0 0 0 4,000 0 4,000 3,000

広報普及費 0 0 0 0 0 0 0 0 1,447,200 0 1,447,200 1,080,000

光熱水料費 0 0 0 0 0 0 0 0 267,000 0 267,000 270,000

賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 2,487,600 0 2,487,600 2,489,300

車両費 0 0 0 0 0 0 0 0 178,000 0 178,000 175,000

保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 480,000 0 480,000 500,000

顧問料 0 0 0 0 0 0 0 0 1,200,000 0 1,200,000 1,200,000

租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 2,380,000 0 2,380,000 2,379,000

団体諸会費 0 0 0 0 0 0 0 0 800,000 0 800,000 800,000

渉外費 0 0 0 0 0 0 0 0 520,000 0 520,000 950,000

清掃費 0 0 0 0 0 0 0 0 68,000 0 68,000 70,000

警備費 0 0 0 0 0 0 0 0 19,000 0 19,000 21,000

支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支払手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 850,000 0 850,000 820,000

雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常費用計 ［ 223,931,550 ］ ［ 13,591,820 ］ ［ 237,523,370 ］ ［ 30,348,620 ］ ［ 23,450,895 ］ ［ 5,517,205 ］ ［ 3,960,110 ］ ［ 0 ］ ［ 63,276,830 ］ ［ 0 ］ ［ 33,979,800 ］ ［ 0 ］ ［ 334,780,000 ］ ［ 324,870,000 ］

当期経常増減額 ［ 582,850 ］ ［ △ 9,579,320 ］ ［ △ 8,996,470 ］ ［ 26,190,980 ］ ［ 6,229,105 ］ ［ 92,795 ］ ［ 1,106,590 ］ ［ 0 ］ ［ 33,619,470 ］ ［ 0 ］ ［ 10,767,000 ］ ［ 0 ］ ［ 35,390,000 ］ ［ 27,200,000 ］

 ２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

固定資産売却益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常外収益計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

（２） 経常外費用

固定資産売却損 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常外費用計 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

当期経常外増減額 ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

他会計振替前当期一般正味財産増減額 ［ 582,850 ］ ［ △ 9,579,320 ］ ［ △ 8,996,470 ］ ［ 26,190,980 ］ ［ 6,229,105 ］ ［ 92,795 ］ ［ 1,106,590 ］ ［ 0 ］ ［ 33,619,470 ］ ［ 0 ］ ［ 10,767,000 ］ ［ 0 ］ ［ 35,390,000 ］ ［ 27,200,000 ］

 他会計振替額 ［ 23,528,314 ］ ［ 0 ］ ［ 23,528,314 ］ ［ ］ ［ ］ ［ ］ ［ ］ ［ △ 23,528,314 ］ ［ △ 23,528,314 ］ ［ ］ ［ ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

税引前当期一般正味財産増減額 ［ 24,111,164 ］ ［ △ 9,579,320 ］ ［ 14,531,844 ］ ［ 26,190,980 ］ ［ 6,229,105 ］ ［ 92,795 ］ ［ 1,106,590 ］ ［ △ 23,528,314 ］ ［ 10,091,156 ］ ［ 0 ］ ［ 10,767,000 ］ ［ 0 ］ ［ 35,390,000 ］ ［ 27,200,000 ］

 法人税、住民税及び事業税 ［ ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ 494,200 ］ ［ 155,400 ］ ［ 4,200 ］ ［ 46,200 ］ ［ ］ ［ 700,000 ］ ［ ］ ［ ］ ［ ］ ［ 700,000 ］ ［ 700,000 ］

 法人税等調整額 ［ ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ ］ ［ ］ ［ ］ ［ ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ ］ ［ ］ ［ ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

当期一般正味財産増減額 ［ 24,111,164 ］ ［ △ 9,579,320 ］ ［ 14,531,844 ］ ［ 25,696,780 ］ ［ 6,073,705 ］ ［ 88,595 ］ ［ 1,060,390 ］ ［ △ 23,528,314 ］ ［ 9,391,156 ］ ［ 0 ］ ［ 10,767,000 ］ ［ 0 ］ ［ 34,690,000 ］ ［ 26,500,000 ］
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